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（開会 １０時００分） 
 
○議長（芳住革二君） 皆さんおはようございます。 
 

◎開議宣告 
○議長（芳住革二君） ただいまから、平成３０年第１回新冠町議会定例会第２日目の会

議を開きます。 
 
   ◎議事日程の報告 
○議長（芳住革二君） 議事日程を報告いたします。本日の議事日程は、お手元に配布し

た印刷物のとおりであります。 

 
   ◎日程第 １ 会議録署名議員の指名 
○議長（芳住革二君） 日程第１ 会議録署名議員の指名 を行います。会議録署名議員

は、会議規則第１２５条の規定により、５番 荒木 正光 議員、６番 氏家 良美 議員

を指名いたします。 

 
   ◎日程第 ２ 行政執行方針 
○議長（芳住革二君） 日程第２ 行政執行方針 を行います。はじめに、町長より行政

執行方針を述べたい旨の申出がありますので、これを許します。鳴海町長。 

○町長（鳴海修司君） 町議会議員の皆さん並びに町民の皆さん、平成３０年第１回新冠

町議会定例会の開会にあたり、町政執行に関する基本方針と施策の概要を申し上げ、皆さ

んのご理解とご協力をいただきたいと存じます。私は、昨年５月に多くの町民の皆さんの

ご理解あるご協力と熱いご支援により、町長に就任させていただくこととなりましたが、

町民の皆様方の行政に寄せる期待の大きさを改めて実感しておりますとともに、果たすべ

き責任の重大さを痛感しており、就任以来身の引き締まる思いで職員と一丸となって町政

の運営に努めてまいりました。今後もこの気持ちを忘れること無く、全力で行政の推進に

あたってまいります。政府は、昨年１２月に平成３０年度の経済見通しを公表しておりま

すが、その中で平成２９年度の我が国の経済情勢は、アベノミクスの推進により雇用・所

得環境の改善が続く中で、緩やかな回復基調が続いており、個人消費や民間設備投資が持

ち直すなど民間需要が改善し、経済の好循環が実現しつつあるとされており、平成３０年

度の見通しにおいても、雇用・所得環境の改善が続き、経済の好循環が更に進展する中で、

民間需要を中心とした景気回復が見込まれるとの予測がなされております。このように、

いざなぎ景気を超えて戦後２番目の長さとなった日本の景気拡大は、株式市場においても

如実に表れ、１月２３日には日経平均株価が２万４０００円を超え、バブル後の最高値を

更新しております。その後、アメリカの金利上昇の影響を受け、円高、世界的な株安と一
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気に沈滞ムードが高まりましたが、昨年１０月から１２月期の実質国内総生産ＧＤＰ速報

値が、２８年振りの８四半期連続でプラス成長に達したことを受け、国内景気は、円高・

株安を跳ね返して緩やかな成長が続くとの見方が強まっております。このような中、平成

３０年度の国の予算編成の基本方針では、希望を生み出す強い経済、夢を紡ぐ子育て支援、

安心につながる社会保障のアベノミクスの新・三本の矢に沿って、１億総活躍社会実現の

取組みを加速すると公表され、これによって幼児教育の無償化や待機児童の解消など、地

方が重要な役割を担う施策も盛り込まれております。また、平成３０年度予算が、国の経

済・財政再生計画における集中改革期間の最終年度とされており、歳出改革を着実に推進

するとともに、引き続き歳出全般にわたり聖域なき徹底した見直しが推進されることとな

り、地方においても、国の取組みと基調を合わせた徹底した見直しが求められることとな

ります。私は、町長就任以来町民の声が生かされる町政、分かりやすく公平・公正な町政、

町民と行政との協働のまちづくりを町政運営の基本姿勢として、町民の生活を守り、活力

ある新冠町のために誠心誠意努力してまいりました。平成３０年度におきましても、この

基本姿勢を常に念頭に置きながら、私の目指しております思いやりと笑顔のあふれる新冠

の実現に向け、着実に前進してまいりますのでご理解とご支援を賜りたいと存じます。特

に、町長立起の際に町民の皆様とお約束してきた公約の実現に加え、これまで積み残され

てきた数多くの行政課題への適切な対応が求められておりますが、厳しい財政状況にある

中、限られた財源のもと、町民にとって何が必要かつ優先すべき課題であるかをしっかり

と見極めるためにも町民の皆さんとしっかりと向き合い、町民の声が生かされる町政の実

現にまい進してまいります。なお、各分野における具体的な施策につきましては、主要施

策の推進の中で述べさせていただきます。平成３０年度の予算編制について、概要を申し

上げます。平成３０年度の地方財政対策につきましては、地方が自由に使える一般財源総

額を確保した上で、地方交付税の総額が確保されたとともに、臨時財政対策債につきまし

ても前年度マイナスに抑制されている中、本年度の当町の予算編成にあたりましては、恵

寿荘や診療所等の大型事業が予定されることから、町債残高の減少に努めるべく歳出の削

減に努めてまいりましたが、燃油単価の高騰や労務単価の上昇により委託料や維持補修費

等が増加し、一般会計の予算総額は前年度対比５．３％増の４９億９６００万円となって

おります。歳入予算の概要ですが、自主財源であります町税につきましては、個人住民税

において一部業種の所得の増加が見られることから、前年度対比８．３９％の増収を見込

んでおります。法人町民税におきましても、一部業種において減収となるものの、全体的

には堅調な伸びがみられることから、前年度対比３０．１％の増収を見込んでおります。

次に、固定資産税は、今年度３年に１度の評価替えの年となり、不動産鑑定により宅地、

建物が減額評価となる見込みでありますことから、前年度対比３．１７％の減を見込みま

したが、町税全体では前年度対比７．１２％の増となっております。次に、地方交付税で

すが、町税の増収及び起債償還額の減少に伴う交付額の減少が予測されますが、昨年度交

付された実績を考慮し、前年度対比０．２％増の２６億４３００万円を見込んでおります。
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次に歳出予算の概要ですが、本年度も第５次新冠町総合計画に定められた７つの基本施策

に基づき事業を推進することを基本としておりますが、限られた財源を有効に活用するこ

とを基本に、財政収支や将来負担を見据え、緊急度の高い事業を優先しながら新たな行政

課題にも適切に対応すべく予算計上しております。特に懸案であった、携帯電話の不感地

域の解消に向けた光回線の整備に取組むこととしておりますし、また、児童生徒の健やか

な成長を後押しするとともに、子育て世帯の経済的負担を軽減するため給食費を無料化す

るほか、子ども誕生祝金の給付を実施いたします。また、農家子弟の親元就農に対する奨

励金の交付や町民の健康保持を図るため、各種健診費用を無料化にすることとしておりま

す。その結果、６つの特別会計の予算総額は１９億２６７３万８０００円となり、一般会

計を含めた平成３０年度当初予算の総額は、前年度対比２．９％増の６９億２２７３万８

０００円をもって措置しております。次に、主な施策の推進について概要を申し上げます。

１つ目は、健康で安心して暮らせるまちづくりでございます。はじめに、地域福祉の充実

についてであります。急速に進行する少子・高齢化社会の中で、町民の皆さんが我がまち

に暮らすことに幸せと誇りを感じ、それを共有することは、まちの発展にとって大切な要

素であります。新冠町で婚姻届を提出し、新生活をスタートした新婚夫婦を祝福し、末永

く幸せな家庭を築いていただくため、結婚記念品として新冠温泉の入浴券とペアお食事券

を贈呈する事業は、人生の節目の思い出と地域の観光施設を知る機会の提供として好評を

得ており、気持ちの通う住民サービスを継続してまいります。地域福祉向上のためには、

自助、互助、共助、公助による多様な地域の支え合いにより、個人が人としての尊厳を持

って、家庭や地域の中で障害の有無や年齢にかかわらず、その人らしい安心のある生活が

送れるよう自立支援する体制の整備が求められております。そのため、地域における適切

な福祉サービスのあり方、提供体制の整備、住民参加やボランティアの育成等を定める市

町村地域福祉計画を策定してまいります。策定にあたっては、住民を主体とし社会福祉事

業を行う社会福祉法人や、地縁団体等の様々な福祉実施主体の参画によるもの、また、社

会福祉活動を実践する新冠町社会福祉協議会の活動計画との整合性も図り、計画を策定実

践してまいります。次に児童福祉の充実についてであります。地域の子育て支援の量の拡

充や質の向上を進める子ども子育て支援新制度が平成２７年４月からスタートしており、

新制度におきまして保育所等の施設における利用者負担額は、公立・私立いずれの施設利

用者にとっても共通した負担になったほか、町が独自に設定している負担軽減措置は新制

度移行後も継続し、負担の増加にならないよう措置しているところであります。同一世帯

で複数の子どもが施設を利用している世帯への多子軽減につきまして、対象となる子ども

の年齢制限を撤廃する制度改正が行われたことから、当町におきましても同様の軽減措置

を図り、児童福祉の充実に努めることとしております。さらに、平成２９年度より道の補

助事業を活用し、３歳未満に対する第２子以降の保育料を無償化することにより、子育て

世代の負担軽減を図っております。また、平成３０年４月からは、次世代を担う子どもの

誕生を祝い、まちの活性化と児童の健全な発育を願い、子ども誕生祝金給付事業をスター
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トいたします。次に、高齢者福祉についてでございます。高齢者の尊厳の保持と自立生活

の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで

続けることができるように支援することに対する取組みであります。高齢者が介護予防の

ため、定期的に通いの場へ出かけ運動するいきいき１００歳体操は、市街地を中心に６か

所で実施しており、また昨年から認知症への理解や家族の情報共有の場としての認知症カ

フェの開催が市街地で始まりましたが、それらの活動の情報発信を行い全町的な普及を目

指してまいります。認知症で徘徊行動のある方の家族に対しては、行方不明時にＧＰＳを

使用して居場所を確認する装置の導入に対する補助を始めてまいります。また、医療と介

護の連携では、個人の病歴や介護情報を医療機関や薬局、介護事業者、家族と情報共有す

るための地域連携手帳を作成し、対象者への配布を行うことや介護関係の広報紙の定期発

行により住民啓発を図ってまいります。生活支援体制の整備についてですが、地域の課題

抽出や情報共有、行政や制度ではカバーできない部分を住民同士で支え合い解決する体制

を整備する生活支援コーディネーターを配置いたします。資格取得に対する助成制度です

が、高齢化率の上昇に伴い介護事業を担う人材需要の増加が見込まれますが、介護事業に

携わるための資格取得に対する助成について、昨年から開始した初任者研修費助成に加え

実務者研修に係る助成を実施いたします。第７期新冠町高齢者保健福祉計画に基づき、医

療・介護・住まい・介護予防・生活支援の充実により実現される地域包括ケアシステムの

構築に向けて、地域包括支援センターを中心に要支援、要介護者の在宅生活に必要な支援

の深化・充実に努めてまいります。次に、障害者福祉についてですが、第５期新冠町障害

福祉計画に基づき、自立支援や各種支援事業をはじめ、社会福祉法人新冠ほくと園が運営

しますサポートセンターえましあ内における相談室かけるでの障害者の日常生活や、就業

に係る相談支援や地域活動支援センターにおける日中活動支援を通じ、障害者の自立を支

援してまいります。次に、町民の皆さんの健康の維持増進についてです。年代やライフス

テージに応じ、快適な生活が送れるよう自己効力感や地域コミュニティーを活用した生活

習慣の改善につなげる健診・各種予防事業を継続して実施してまいります。特に、生活習

慣病予備群を把握するための特定健診、各種がん検診、婦人科検診の受診率の向上対策と

して、検診自己負担金の無料化を実施いたします。妊娠・出産に係る支援について、今年

度から新生児聴覚検査に係る助成を開始しております。また、マザーリーフ事業として実

施しております特定不妊治療費助成に不育症治療費を追加することといたします。昨年度

充実させたママさぽーと１１９・ハイヤー制度等の出産支援制度についても継続実施し、

妊娠・出産時支援の充実を図ってまいります。町民の健康増進に資するための新冠町健康

増進計画の策定について、今年度から２年間の期間をもって策定することとします。生活

習慣の改善や健康寿命の延伸に係る指針等を盛り込み、さらに食育基本計画、自殺対策計

画を抱合した計画策定に着手し、今年度はアンケート調査を実施いたします。次に、国民

健康保険についてですが、今年度から都道府県が市町村と共に国民健康保険の運営を担う

こととなりました。財政運営の責任主体が北海道へ移り、市町村はこれまでどおり保険給
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付や保険税の賦課徴収、保険事業を実施することとなります。医療費の増加と北海道へ納

める事業納付金が比例する仕組みとなっておりますので、市町村は医療費適正化事業や特

定健診事業に積極的に取組むことが求められます。今年度から特定健診の自己負担を無料

化することで、生活習慣病の早期発見や特定保健指導による生活習慣の改善、特に糖尿病

性腎症による人工透析の移行時期を遅らせるための重症化予防対策を、国保診療所医師と

連携を図りながら実施してまいります。新冠町立国民健康保険診療所の診療体制につきま

しては、高齢者を中心として多くの町民誰もが住み慣れた地域で安心して医療サービスを

受けられることを望んでいることを念頭に置き、医療提供体制の安定構築を図るためにも

かかりつけ医としての常勤医師の定着を図る努力を今後も惜しまず続け、今後より一層町

民の皆様方より必要性が求められる存在意義のある医療機関を目指し、診療所運営を強化

充実してまいりたいと思っております。町内唯一の一次医療圏における医療機関として、

町民の安心安全や健康保持のため、入院病棟及び救急外来患者２４時間受入体制を１日も

早く再開できるよう全力で取り進めております。外来一般診療は、これまで同様常勤医師

による内科診療のほか、専門医による定期診療として循環器診療と整形外科診療を継続実

施するとともに、苫小牧東病院との連携医療機関による定期出張応援医師体制も併せて継

続しながら、関係機関との連携をより一層図り、町民の信頼を受ける地域に根づいた医療

機関として診療所の体制づくりに鋭意努力を続け、町民皆さんの健康の保持と医療の安心

安全を確保してまいります。２つ目は、潤いのある環境を創出するまちづくりについてで

す。はじめに、地球温暖化対策についてであります。省エネ・二酸化炭素削減による地球

温暖化の防止に貢献する取組みにつきまして、各家庭でのＬＥＤ照明への転換を平成２８

年度まで５ヵ年にわたって支援を進めてまいりましたが、制度要望の声もありますことか

ら３年間の期間を設けＬＥＤ照明の奨励対策を実施するとともに、地域の街路灯につきま

しては、これまで未整備だった電柱一体型の街路灯及び町有道路灯についてＬＥＤ化を進

めてまいります。次に、環境衛生の向上についてです。ごみ処理・リサイクルの推進につ

きましては、平成１５年度からごみの減量化と資源ごみの分別収集に取り組んでまいりま

した。これまで、ごみ袋に持ち手を付けた形状に変更するなど利便性の向上に努めてきま

したが、今後におきましても、ごみの減量化と資源保護の観点から、分別方法の周知徹底

とリサイクル活動の一層の推進に努めてまいります。次に、環境衛生の推進についてです

が、平成１３年度から制度化している新冠町合併処理浄化槽設置整備事業につきまして、

本年度も定住・移住促進制度の対象分も含め、生活雑排水による環境汚染を防止し、生活

の質や公衆衛生の向上のため、合併処理浄化槽の設置に対する助成を継続してまいります。

次に、火葬場の維持管理についてですが、平成２４年度において１号火葬炉側壁等改修工

事、平成２８年度には２号火葬炉拡大改修工事を行うなど、これまで適切な維持補修を行

ってきたところであります。また、現代社会において、家族の一員として位置付けられて

いるペットの火葬についてもニーズに対応できる体制を整えているところであります。３

つ目は、快適で暮らしやすいまちづくりについてです。はじめに、公営住宅の整備につい
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てです。新冠町公営住宅等長寿命化計画に基づき、国の交付金事業を活用した節婦ふれあ

いタウンの内部改修工事を本年度も継続してまいります。各団地につきましては、維持的

な修繕工事も行いながら、快適な居住環境を目指してまいります。また、一般住宅におけ

る耐震改修や、省エネ・バリアフリー等の改修工事に対する補助事業でありますが、新冠

町住宅リフォーム助成金交付事業として交付金事業を活用し、本年度も継続してまいりま

す。次に、水道事業についてですが、道営事業により芽呂地区の導水管及び配水管の布設

工事が行われます。次に、下水道事業についてですが、長寿命化計画に基づき、交付金事

業により本年度もマンホールポンプ場等の機械、電気設備の更新工事を中心に継続して行

ってまいります。また、次期長寿命化計画となる下水道ストックマネジメント基本計画策

定業務も交付金事業により行ってまいります。次に、河川、明渠事業についてですが、堆

積土の除去や立木伐採等により河川、排水路断面を確保するとともに、護岸等破損箇所の

補修工事を行い、河川、明渠施設の予防保全、減災対策などに努めてまいります。次に、

道路事業についてですが、道営事業により芽呂地区の道路整備事業で調査設計業務等が行

われます。また、交付金事業として、新冠市街地線１号支線の改築工事を継続してまいり

ます。橋梁の長寿命化工事は、策定した年次計画に基づき交付金事業により補修工事を中

心に本年度も継続してまいります。また、大狩部勝山紺野線、軽種馬共同育成場線などの

舗装等の工事の継続実施により、交通安全対策、道路機能の向上、生活基盤の安定を図り

ます。また、その他の路線につきましても、舗装や排水施設等などの維持管理を行い、道

路施設の予防保全、減災対策などに努めてまいります。次に、情報通信基盤整備について

です。町内では平成２４年に市街地地域において超高速ブロードバンドのサービス提供が

開始され、市街地地域以外においては超高速ブロードバンドの環境は未整備でしたが、情

報化社会の著しい進展、特に技術革新が進む今日、整備の必要性が以前にも増して高くな

ってきております。携帯電話がつながらない地域での不感地域の解消をはじめ、事業活動

での活用など数多くの要望もありますし、町の防災対策、定住・移住対策促進の面からも

整備の必要性を強く認識しておりますので、通信格差の解消と高度情報化社会に対応した

環境の整備を図る観点から、高速通信網の拡充に向け光回線の整備を進めることとし、今

年度は事業の円滑な執行のため事前調査を実施してまいります。次に、地域公共交通の確

保についてです。公共交通機関の利用者は、人口減少や自家用車の普及などにより年々減

少傾向にあり、公共交通を取り巻く情勢は厳しくなっている現状ではありますが、一方で

高齢化の進行に伴い交通弱者が増加し、地域公共交通の果たす役割は重要性が増しており

ます。誰もが公共交通を利用して外出できるまち、人々が生き生きと活動できるまちをつ

くるため、より利用者のニーズに即した地域の足を確保することが将来を展望した町づく

りにおいて必要であることから、西新冠地区における自宅送迎型のデマンドバス並びに、

町内全域及び新ひだか町静内地区の医療機関への送迎機能を付加したコミュニティーバス、

メロディー号の運行につきましては、地域の足として定着しており、今後とも利用者の皆

さんの声に耳を傾け、運行時刻や運行経路等の見直しなどを行い、利便性が高く効率的で
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持続可能な地域公共交通として運行に努めてまいります。次に、生鮮食料品等の買い物対

策についてです。生鮮食品等において、農協ストアーの閉店により日常的に扱う店舗が無

く、近隣町へ出向く事ができない高齢の皆さんを中心に多くの町民が困っているという切

実な声が多くあり、生鮮食品や日用品を自ら見て選び買う事のできるような施設整備の構

築が必要と考えておりますが、民間による出店の話も聞こえておりますので、しばらく推

移を見守りたいと考えております。４つ目は、安全で安心して暮らせるまちづくりについ

てです。はじめに、防災対策についてです。東日本大震災以降、避難に勝る防災なしと言

われる様に、いち早い避難が最も求められるところですが、予期せぬ災害に備え、防災事

業を実施し、自助及び地域による共助の意識醸成、向上に努め町民とともに災害に強いま

ちづくりを進めてまいります。本年度は、防災備品の更新、補充や既存の設備の維持管理

を行うとともに、津波や大雨、土砂災害などの自然災害に対し、速やかに対応できるよう

危機管理体制の強化に努めてまいります。特に、老朽化が著しい節婦避難階段については、

全面的な改修工事を実施し、有事の際の備えに万全を期してまいります。次に、交通安全・

防犯対策についてですが、交通事故の防止には一人ひとりが人命の尊さを認識し、日常生

活を通じて自主的に交通安全に取組む必要があります。そのためには、交通安全意識の高

揚を図ることが必要とされるところであり、本年度も町交通安全推進委員会との連携を図

り、交通安全指導員への活動支援及び啓発活動や道路交通環境整備等の総合的な交通安全

対策に努めてまいります。さらに、町民生活の安全の確保及び地域の安全の確保に向け、

新冠町防犯協会及び関係機関と連携を図り、安全で住みよい町づくりを目指してまいりま

す。５つ目は、力強く安定した産業づくりです。はじめに、農業の振興についてでありま

す。当町の基幹産業であります農業におきましても、少子高齢化の進行や若者の都市への

流出の影響が大きく、担い手の不足は深刻さを増しております。このため、農業支援員制

度の運用により新規就農を目指す人材の育成や、農地・農業用施設など就農に必要な初期

投資に対する補助制度を設け、新規参入者の受入れを中心とする担い手対策を進めており

ます。近年は雇用情勢の回復から、農業支援員の確保に苦慮しておりますが、情報の発信

や就農イベントへのブース出展などを通じて、引き続き人材の確保に努めてまいります。

また、農家子弟には自家経営に必要とされる資格や免許の取得費用への助成に止まってお

りましたが、本年度からの新たな取組みとして農家子弟が親元就農した場合に交付する奨

励金制度を設けております。子弟が自身の職業として親元就農を選択する一つの動機付け

となることを期待しておりますが、一人でも多くの子弟が本制度を利用し親元就農してい

ただくことを望んでおります。水稲・畑作部門では、水田営農と畑作を中心とした経営所

得安定対策事業や地域の共同活動により、農地を保全する中山間地域等直接支払制度の円

滑な実施を進め、安定的な農産物の生産と農業所得の向上に努めてまいります。また、施

設園芸作物の生産において、効率的な作業体系の確立と労働力不足の一助として推進して

きましたビニールハウスへの自動換気設備の設置について、既存のビニールハウスへの設

置についても本年度から補助対象に加え、生産面積の維持・拡大に向けた支援を広げてま
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いります。軽種馬振興については、懸念されていた競走馬生産振興事業の５年継続が決定

しましたが、強い馬づくりに向けて、より事業効果を高め、また利用の促進が図られるよ

う対象要件の緩和や支援の拡充について引き続き要請してまいります。販売対策ではイン

ターネットを活用した売り馬情報システムの運用や当町が単独で実施しているコンサイナ

ー費用への上乗せ助成など継続して支援を行ってまいります。また、ホッカイドウ競馬や

地方競馬での協賛レースやアイバ祭の実施など売上向上対策への支援も引き続き行い、馬

産地として競馬事業の振興に努め、新冠産馬の販売向上に繋げてまいります。酪農振興に

つきましては、良質な生乳の生産やゆとり・豊かさを持った酪農経営のために、乳牛検定

組合や酪農ヘルパー組合への支援を継続してまいります。また、町有牧野での預託事業を

通じて、自給飼料や労働力不足の解消を図り、放牧管理を介した家畜の健康増進と健全育

成に努めてまいります。肉牛振興については、和牛センターにおける適正な飼育管理や、

なお一層の肥育技術の向上に努めるとともに当センターの利用を促進し、育種価データを

活用した能力の高い繁殖雌牛の選抜を進め、効率的な和牛改良を推進してまいります。ま

た、育種価能力の高い町有牛から採卵した受精卵提供事業は、和牛改良組合及び酪農振興

会ともに好評を得ておりますので、本年度も安定的な供給に努め、受精卵を用いた乳肉連

携による和牛繁殖基盤の更なる強化と低コストな生産体制の構築を推進してまいります。

家畜防疫については、家畜自衛防疫組合など関係機関と連携し、家畜伝染病の発生予防に

努め、引き続き予防注射や伝染病検査を支援するとともに、農場周辺での消毒の徹底や関

係者以外の立入制限など飼養衛生管理の啓発に努めてまいります。毎年度、エゾシカやア

ライグマなどの有害鳥獣により多大な被害を受けておりました農作物につきましては、こ

れまでの駆除対策や電気柵など被害防止対策の効果もあり、被害面積は減少傾向に転じて

おります。本年度につきましても日高西部鳥獣被害防止対策協議会や北海道猟友会日高中

部支部新冠分会の協力を頂きながら駆除対策に取り組んでまいります。次に林業の振興に

ついてです。森林は循環利用を可能とする貴重な財産であるとともに、安全な国土の形成

や自然環境の保全、さらには地球温暖化防止にも貢献するなど私たちの生活に密接に関わ

っておりますが、木材価格の低迷や森林所有者の世代交代など森林経営への意欲や関心の

低下から施業管理を長期間放置される懸念もあります。このため、長期的な視点に立った

適切な森林整備や国産木材の利用促進に向け、所有者や面積など森林に関する情報をデー

タベース化した林地台帳の整備を進めておりますが、内容の精査充実についても取り進め

てまいります。町有林につきましては、森林経営計画に基づき、伐期を迎えた岩清水・古

岸地区のカラマツ１５．１８ヘクタールの皆伐のほか、植栽や下刈りなどを継続的に実施

し、森林資源の有効活用や将来にわたる森林機能の維持のための事業を実施してまいりま

す。なお、これまで町有林は長伐期化による管理を主体に行ってまいりましたが、標準伐

期に達している町有林については順次、皆伐できるように取り進めてまいります。民有林

につきましては、森林所有者の計画的な森林整備を促進するため、民有林振興対策事業な

どの啓発に努め、引き続き支援を行ってまいります。次に、水産業の振興についてです。
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水産業は気象や海水温の細かな変化が著しく漁獲量に影響を及ぼします。沿岸漁業を主体

とする当町にとっては、限られた資源と漁場を有効に活用し、資源回復や生産増大に向け

た地道な取組みが大変重要であり、漁業協同組合や関係団体との連携を図りながら、安定

生産に向けた資源づくりと資源管理に努めてまいります。主力となるタコ漁につきまして

は、国の支援により整備されるタコ産卵礁の周辺に稚ダコ保育礁の設置を組み合わせるこ

とで、幼稚仔の生育を保全し効果的な生産基盤の構築に期待できることから、引き続き支

援をしてまいります。希少資源であるマツカワの放流事業は、ここ２年ほど漁獲量が低下

しましたが、これまでの事業成果もあり漁獲量は比較的安定しておりますので、漁業協同

組合等と連携のうえ引き続き魚価の向上や消費拡大に向けて取り組んでまいります。また、

資源回復を図っているホッキ貝につきましては、引き続き水産多面的機能発揮対策事業に

よる漁場の耕うんを行うとともに、町単独費による最小成貝放流事業を組み合わせ、安定

した漁獲量の確保に努めてまいります。地元漁業者から各種要望を受けております漁港整

備事業につきましては、早期に整備が進められるよう引き続き関係機関に要望してまいり

ます。次に、観光振興についてです。新冠温泉をはじめ乗馬クラブや道の駅など観光関連

施設の適正な管理に努めるとともに、森林公園内の各種修繕を行い利用者の快適性や安全

性の確保に努めてまいります。ホロシリ乗馬クラブにつきましては、日高道のルート上に

あることから西泊津町有地への移転を計画しており、関係機関とも十分協議の上、日高道

の工事計画の関係もありますので、なるべく早い段階で移転先について方針を固めながら

移転事業を進めてまいります。また、道の駅ゾーンにつきましては、厚賀インターチェン

ジの開通により、道の駅への立ち寄り客の増加が見込まれ、関係機関からもリニューアル

を望む声もありますので、リニューアルの検討を考えてまいります。ソフト面での取組み

としては、道内各自治体と連携事業を行なっている札幌市内のホテルとの観光、定住移住

等を含めた町のＰＲを図るため広域連携事業を実施することとし、町の特産品や食材提供

による農海産物のＰＲをはじめ、レコード文化の取組や民間施設の紹介などをホテル利用

者や札幌市民に広く周知を進めてまいりますほか、厚賀インターチェンジ開通を契機に日

高地域への人の流れを拡大し、地域の活性化につなげ、オール日高で日高地域の魅力発信

を行うため、道央圏や各町でのイベントへの出店やさまざまな広告媒体を通じたＰＲ活動

の充実に努めることとしております。なお、町内における観光の推進体制として、地域お

こし協力隊制度を活用して観光協会に従事していただき、町の特性を活かした観光振興を

推進し、交流人口増加による町の活性化を図るとともに、町の観光担当者も加わり観光協

会と一体となって各種事業に取り組んでまいります。６つ目は、学校・家庭・地域社会が

一体となった人づくりについてです。少子高齢化、人口減少が進む中、生涯にわたり誰も

が生き生きと暮らす魅力ある町づくりを進めるためには、学校、家庭、地域社会が連携し

て人づくりを推進することが肝要であり、これからの町づくりの根幹となるものでありま

す。そのため、平成２９年度において、教育委員会と教育政策の方向性を共有する総合教

育会議を適宜開催し、平成３０年度から２か年を対象とした教育の目標や施策の方針を定
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めた教育大綱を策定したところであります。その基本理念には、生きる力を育み、ふるさ

と愛を深める新冠の教育を掲げ、重点施策に生きる力を育む学校教育の充実、ふるさとを

愛し、生涯にわたり、学びあい、教えあう学習社会として定め、当町の教育の推進を図る

ことにしております。生きる力を育む学校教育の充実では、幼児教育の推進として連続性

のある教育及び保育環境の整備を推進し、心も体もたくましい幼児の育成を図るとともに、

学校教育については、時代のニーズに応じた教員の資質と指導力の向上を図り、また、地

域に開かれた学校づくりを目指し、コミュニティースクールの導入や９年間の系統的・継

続的な教育を行う小中一貫教育についての調査研究を行えるよう支援を進めてまいります。

朝日小学校におきましては、引続き児童数減少に伴う複式となる学級の単式維持に向けた

教員配置に努め、さらに各学校に学習支援員を配置し、確かな学力を育む学校経営の充実

を図るとともに、グローバル化する社会に対応するため児童、生徒の外国語教育の推進、

支援に努めてまいります。加えて、心身ともに成長、発達の途上にある児童生徒の健やか

な成長を後押しするとともに、子育て世帯の経済的負担を軽減するため給食費を無料化い

たします。次に、ふるさとを愛し、生涯にわたり、学びあい、教えあう学習社会では、町

民憲章とレ・コードの精神を大切にし、社会教育事業に関連付けながら町民の皆さんが生

涯にわたって自主的に学び、活動できるよう学習や体験機会の充実を図ってまいります。

２０周年を終えたレ・コード館においては、引続き１００万枚のレコードの保存と資料価

値の向上に努めてまいります。また、町民の皆さんが生きる力を育み、生きがいを実感で

きるよう、それぞれの階層において展開されている文化活動やスポーツ活動を支援するこ

とで、社会教育活動を推進し、そして学校・家庭・地域社会の連携、協調に努めてまいり

ます。最後に、自立したまちづくりについてです。住民本位の町政推進や町政への理解を

深めていただくため、開かれた行政の一層の推進を図ることが必要であること、また、町

民と行政の協働のまちづくり及び住民目線に立った町政の推進を図るため、町が取り組ん

でいる事業や、これから取り組もうとしている政策の経過などの情報を公開し、町民の皆

さんからの生の声を聞く町政懇談会を引き続き実施するほか、今後のまちづくり、まちお

こしのための町民会議等の設置に取組み、住民参画のまちづくりを進めてまいります。ま

ちの根幹を成す人口の確保につきましては、第３期定住・移住支援事業により、住宅の取

得に対する各種助成金等の交付を行い、持ち家の奨励と中古住宅の流通による定住の促進

及び空き家対策にも並行して取り組んでまいります。また、新たな雇用の創出と定住人口

の確保に貢献している日高食肉流通センターにつきまして、引き続き町の企業誘致条例に

基づく奨励金を交付し、経営の安定化と地域経済の活性化を促進します。以上、平成３０

年度における町政執行に臨むにあたっての、私の所信と主な施策について述べさせていた

だきました。我が国が直面する最大の危機である少子化・人口減少への対応、さらには持

続可能な社会保障制度、個性と活力ある地域経済を実現していくためには、住民の主体的

参加、支えあいを通じた地方の努力がこれまで以上に重要な時代となっております。多く

の町民が夢や希望をもって、いつまでも住み続けたいと思えるまちづくりにしたい、その
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思いを実現するためにも、町民の皆さんとの対話を大切にする行政として、職員一丸とな

って全力で取り組んでまいりたいと考えております。最後になりましたが、議会議員の皆

さんをはじめ町民の皆さん、関係機関並びに関係諸団体の皆さんの特段のご理解とご支援

を心からお願い申し上げ、平成３０年度の執行方針といたします。 
○議長（芳住革二君） 町長の行政執行方針が終わりました。総務課長から、発言の趣旨

の申し出がありましたのでこれを許します。はい、坂本総務課長。 
○総務課長（坂本隆二君） ただいま、町長より平成３０年度町政執行方針について、申

し述べさせていただきました。議員各位にお配りしてございます町政執行方針の中で、訂

正がございますのでよろしくお願いいたします。４ページでございます。上から１１行目、

総額は前年度対比２９％増となってございますが、正しくは２．９％増ということでござ

います。謹んでお詫び申し上げますとともに、訂正いただきますようよろしくお願い申し

上げます。 
○議長（芳住革二君） 次に、教育行政執行方針を行います。山本教育長。 

○教育長（山本政嗣君） 平成３０年第１回定例会の開会にあたりまして、平成３０年度

教育行政の執行方針を申し上げます。近年の社会情勢は、人口減少や少子高齢化に加えグ

ローバル化の進展や、情報通信技術の発達などに見られますようにまさに変革の時代であ

り、教育行政は未来の作り手となる子ども達のために質の高い教育を確保し、次代のまち

づくりを担う人材育成に資する役割を果たさなければなりません。当町がこうした変革の

波に対応しながら発展を続けていくためには、生まれ育った新冠に愛着を感じ、互いを尊

重しながら社会の変化に主体的に対応できる子どもの育成と、町民の皆さんが生涯にわた

って豊かに学びながら力を合わせて地域を創造していくことが必要となります。教育委員

会は、次代を担う子ども達が夢や希望に向かってたくましく生き抜く力を育むほか、町民

一人一人が心豊かに生きがいを感じる暮らしができるよう生涯学習活動を推進し、活力あ

る地域社会の形成に努めてまいりたいと存じます。このような考え方に基づき、施策を進

める上での基本的考え方を申し上げます。学校教育におきましては、本年度から次期学習

指導要領の移行措置が始まるほか、特別な教科、道徳も実施時期を迎える訳でありますけ

れども、今回の改定では子ども達にとって必要な資質、能力とは何かを地域と共有して進

める地域に開かれた教育課程が重視されていると同時に、何ができるようになるかを明確

化し、知識や理解の質を高めながら資質、能力を育むための改善や改革が求められており

ます。このことを踏まえ、各学校が学習指導要領に基づき適切な教育課程を編制し、その

実践や評価を通じて子ども達の生きる力が着実に育まれるよう施策の推進に努めてまいり

たいと考えます。また、社会教育におきましては、町民の皆さんが心豊かに生活を送るた

めには、一人一人がふるさとの歴史や文化を見つめ直し、自らを高める主体的な学習活動

を通じ想像力や感性を磨き、活力あるまちづくりを進めることが大切でありますので、多

様化する町民ニーズを的確にとらえ、町民憲章やＲＥの精神を大切にした事業展開に努め

てまいりたいと存じます。続きまして、教育行政執行にあたりましての主要施策について
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申し上げます。はじめに、生きる力を育む学校教育の充実についてであります。教育課程

を通してこれからの時代に求められる教育を実現していくためには、よりよい学校教育を

通じ、よりよい社会を作るという理念を学校と社会が共有していくことが必要であります。

このことは、社会に開かれた教育課程の実現に繋がるとともに、将来を担う子ども達が社

会の形成者として、また人格の完成を目指す上でも連続性、系統性を意識した学校教育の

充実が重要でありまして、その実現のために、次の取組みを推進してまいります。１点目

は、確かな学力の向上についてであります。学校教育における教育課程の充実のために、

カリキュラムマネジメントを確立させ、その評価に基づく授業改善を図るとともに、学力

向上に向けた、連携から接続を意識した取組みを進めてまいります。具体的には、習熟度

に合わせたきめ細やかな指導を行うために、学習支援員を全校に配置するとともに、長期

休業中の補充学習の推進を図るため、大学生などを活用した指導体制の充実を進めてまい

ります。小学校におきましては、平成３２年度から導入される外国語教育について、本年

度から先行実施することにいたしまして、外国語指導助手を現在の１名から２名体制に強

化した上で、外国語教育の更なる充実に向け、移行期間内における準備を進めてまいりま

す。学校教育全体の取組といたしましては、プログラミング教育の研究や、授業へのＩＣ

Ｔ機器の活用促進、更には各学校における学習規律の定着化を小中連携した取組みとして

進めるなど、学習指導の工夫、改善を図ってまいります。また、家庭学習の習慣化を図る

ため、社会教育事業を活用した児童館での学習時間の確保や読書活動の推進、つうがく合

宿事業との連携により、児童、生徒の望ましい生活習慣の定着化と、学力の向上を支援す

る取組みを推進してまいりますとともに、子どもたちの生きる力を育む取組みとして、人

間関係や社会形成能力を高めることを目的とした発達段階に応じたキャリア教育の推進や、

主権者として求められる力を育むことを重点とした特別活動を活用した主権者教育を進め、

町長部局とも連携を図りながら模擬投票の体験、あるいは町長との町づくり懇談会を継続

して実施してまいります。また、特別支援教育を要する児童、生徒に対しましては、自立

や社会参加に向けた主体的な取組みを支援するため、個別の指導計画と教育支援計画に基

づき、関係機関との連携を強化するとともに、担当教員の研修を進め特別支援教育の充実

を図ってまいります。２点目は、豊かな心と健やかな体の育成についてであります。いよ

いよ、本年度から小学校において道徳の教科化が始まります。当町におきましては、平成

２８年度から各校において２年間の実施計画を策定し、参観日での公開授業や指導計画の

実行、評価、見直し、研修活動などに取り組んでまいりましたけれども、引き続きこれら

を継続するとともに、授業の中で考え議論し子どもの道徳性を高めるという視点に立った

授業の定着化を図ってまいります。また、いじめ等の問題行動の対応に関しましては、常

に迅速な状況把握に努めますとともに、学校や関係機関、教育行政が一体となった取組み

を進め、いじめや不登校解消に向けた指導体制を構築するとともに、スクールカウンセラ

ーの有効活用を図るなど、生徒指導と教育相談の充実を進めてまいります。また、健康安

全教育の取り組みといたしましては、これまでの定期健診、フッ化物洗口に加えまして体
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力運動能力調査の結果を踏まえ、幼小中の連携した縄跳びの実践を継続いたしますととも

に、体育授業を中心に日常における体力や健康づくりの充実に努めてまいります。さらに、

情報化社会に対応した取組みとして、ネットモラル指導の徹底を図るとともに、新聞を活

用した教育活動について研修を進め、コミュニケーション能力の向上や、読解力・表現力

の育成を図ってまいります。３点目は、信頼される学校づくりの推進についてであります。

学校が保護者や地域から信頼され、期待に応える教育を実現していくためには、子どもを

中心に据え、地域の要望や意見を活かした学校経営が必要であるとともに、学校・家庭・

地域が協働した取り組みを実践していくことが重要であります。そのため、地域全体が関

わりをもつ教育の実現を目指し、学校運営協議会制度の導入に向けた検討、協議を進めま

すとともに、９年間を見据えた系統的で継続的な取組みである小中一貫教育につきまして

も、乗入れ授業や学習規律の統一化を通じ、学校における研究活動とも連携し、さらには

校種間協議を深めながら具体的な検討を進めてまいります。また、開かれた学校を具現化

していくため、校長が中心となり各校の経営方針の明確化を図り、常にその改善に努め教

職員の資質向上と徹底した服務規律の保持を促すとともに、各学校においてホームページ

などを活用した情報発信を行うことで地域から信頼される学校づくりを推進してまいりま

す。４点目は、教育環境の整備についてであります。児童・生徒が安心して充実した学校

生活を送るためには、教育環境の整備は必要不可欠であります。特に心身ともに成長、発

達の途上にある児童生徒にとって、栄養バランスのとれた食事は豊かな心や望ましい人間

関係を育成する上で大変重要なものでありますことから、子育て世帯への支援も視点とし

た上で給食費の無償化を実施し、安心・安全な給食提供を通し、食への感謝、食文化への

理解を深める食育の取組みを進めてまいりますとともに、公会計化による教職員の事務軽

減を進め、自校式給食を活かした魅力ある、心温かな、そして愛情あふれる給食の提供を

推進してまいりたいと存じます。また、スクールバスの運行に関しましては、児童・生徒

が安全に通学する手段として欠かすことのできないものでありますことから、引き続き安

心・安全を第一とした運行に心がけてまいります。次に、児童数減少により本年度４学級

となる朝日小学校の単式学級維持のために、引続き町費負担教職員を配置することといた

しまして、本年度は１名増の２名の教職員を配置した上で教育環境の整備を進めてまいり

ます。また、従前から課題としておりました、静内農業高等学校への通学経費が高額負担

であることに関しましては、本年度から新ひだか町教育委員会が主体となって実施いたし

ます、静内駅から静内農業高等学校までの無料送迎バスの運行について、当町対象生徒の

経費を負担し共同運行することで、通学支援を進めてまいります。さらに、学校における

働き方改革に関する対応といたしまして、教職員の事務や授業の効率化を目的にＩＣＴ機

器の充実を図りますとともに、勤務実態の把握、学校事務や部活動の負担軽減や効率化に

向けた校務支援システムやタイムカードの導入に関する調査・検討を進めますとともに、

教職員が長期休業期間中に休暇を取得しやすい環境を整備するため、学校閉庁日の設定に

ついても検討してまいりたいと存じます。また、児童生徒がより良い学びを行う環境とし
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て重要となる学校施設は全体的に老朽化が著しいことから、将来的な展望に立った整備計

画の策定が必要であります。そのため、老朽化する義務教育施設の長寿命化計画と小中一

貫教育を見据えた学校運営のあり方について具体的検討に着手してまいります。５点目は、

認定こども園の幼児教育・保育の推進についてであります。平成３０年度から全面実施と

なります幼保連携型認定こども園教育・保育要領の改訂におきまして、教育と保育の一体

的な改善を図るとともに、小学校への接続を意識した幼児教育の一層の充実が求められて

おりますことから、幼児教育の質を高めるために保育教諭の研修を充実させ、資質、指導

力向上を図るとともに、適正な保育教諭の配置と環境整備を推進してまいります。一方で

近年では、低年齢児を中心に保育を希望する入園児が増加傾向にあり、保育教諭の確保を

含め園運営は難しい面も感じられますけれども、引き続き安心・安全な教育保育を第一と

した施設運営に心がけてまいりたいと存じます。また、子育て支援事業につきましては、

基本的生活習慣、発育、発達に係わる育児不安等の相談業務が増加傾向にありますことか

ら、保健福祉部局や学校との連携を強化し、こども園機能を有効に活用した上で適切かつ

的確な指導や対応を進めてまいります。次に、ふるさとを愛し、生涯にわたり学びあい、

教えあう学習社会についてであります。社会教育におきましては、町民憲章の精神を念頭

に置きまして、レコードの精神である人の心とともに、これらの精神を大切にすることを

意識し各事業に関連づけながら、レ・コード館を拠点とした特徴ある事業を推進いたしま

すとともに、学習機会や体験型事業の充実を図り、町民の皆さんの多様化する学習ニーズ

に応えてまいる所存でございます。１点目は、レ・コード館を中心とした社会教育の推進

についてであります。音楽のまちとしての特徴を活かした文化活動の向上を目指し、引き

続き文化協会をはじめとする各団体を支援してまいります。その上で、新たに民間の芸術・

文化施設を対象に文化振興施設運営奨励金制度を創設するなど、町に根付いた文化の奨励

を図ってまいります。また、町民向けの講座におきましては、楽器の体験や合唱などの音

楽活動の奨励を中心に、町民ニーズに即した生涯学習講座の充実に努めてまいります。ま

た、レ・コード館の機能と、収蔵レコードを活用したレコードコンサートの開催にあたり

ましては、参加者の意見を反映させるなど趣向を凝らした事業運営に努めるとともに、本

年度におきましては町部局と連携いたしまして、レ・コード館のＰＲと全国からレコード

を寄贈いただいた皆様の思いに感謝を込めまして、札幌市のセンチュリーロイヤルホテル

におきまして、レコードコンサートを計画いたしておりますけれども、館運営や収蔵レコ

ードの管理・活用方法につきましては引き続き町部局、関係機関と連携した取り組みを進

めてまいります。さらに、社会教育施設は全体的に老朽化が顕著でありますことから、将

来を見据えた義務教育施設の長寿命化計画と連携した改修計画の策定に着手してまいりま

す。２点目は、社会体育の充実についてであります。体力向上や健康づくりは、町民の皆

様が家族や地域の絆を深め、明るく豊かな生活をおくる上で重要な役割をもっております

ことから、競技スポーツ活動を促進するため、各スポーツ団体の支援を継続してまいりま

すとともに、体育協会との連携を深め、多様化する町民ニーズに的確に応えられるよう指
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導体制の充実に努めてまいります。特に近年では、健康型スポーツ活動に関する町民ニー

ズが高まっておりますので、体育関係団体・保健・医療・福祉分野とも連携し、健康を視

点とした運動教室の充実に努めてまいります。また、スポーツ推進委員の組織機能と連携

いたしまして、新たなスポーツの紹介や指導の展開を図り、多くの町民の皆さんがスポー

ツに親しむ環境整備を進めてまいります。さらに本年度は、平成２６年度に策定いたしま

した第２次スポーツ振興計画の最終年となりますことから、計画期間の評価を踏まえ次期

計画の策定を行ってまいります。３点目は、郷土資料館事業の充実についてであります。

資料館がもつ資料収集、整理保存、調査研究、教育普及という４つの機能を活かし、町民

に親しまれる館運営に努めてまいります。特に、学芸員の専門性を活かし、学校教育とも

連携したふるさとに関する学習の提供に力を入れてまいりたいと存じます。また、主催事

業におきましては、新冠の逸話や伝説、古老談をまとめました新冠百話・絵本を積極的に

活用した事業を展開いたしますとともに、特に本年度は、北海道と命名され１５０年の節

目となりますことから、松浦武四郎と新冠との関係を題材に、北海道博物館と連携した講

演会を計画するなど、ふるさと教育に視点を置いた学習や体験講座の開催に努めてまいり

ます。４点目は、図書プラザ事業の充実についてであります。図書プラザの機能は、資料

や情報の提供など、町民の皆さんの学習活動を支える上で大きな役割を担っておりますこ

とから、常に利用者ニーズの把握に努め、利便性を重視した施設運営を継続的に進めてま

いります。特に、より多くの方が読書活動に親しみ、図書プラザを身近に感じていただく

ために、例年実施しております読書週間事業などを中心に趣向を凝らした図書事業に努め

てまいります。また、子どもの読書習慣の定着に向けまして、学校図書室との連携やブッ

クスタート事業、更には読書記録やアニマル号の運行を活用し、積極的な取り組みを展開

してまいります。５点目は、青少年教育の充実についてであります。町民センターで展開

しております児童館クラブ事業は、遊びや体験を中心に学習支援や学童保育の要素も取り

入れた運営を行っております。本年度から、これまで隔週土曜日に行っておりました新冠

町こども塾を児童館クラブ事業に統合いたしまして、家庭学習の定着化に向け、より充実

した内容とするために、新たに学習支援員を１名増員し、学習意欲の向上や学力の向上へ

の支援を目指し子ども未来塾として取り進めてまいります。また、ふるさと新冠の自然や

資源を活用した自然体験教室におきましては、漁業体験を新たに取り入れまして産業体験

を意識した教室の充実を図ってまいります。さらに、毎年積極的に活動を展開していただ

いております青年団体の活動に対しましては、その事業運営の推進に向け支援を継続して

まいりたいと存じます。６点目は、成人教育の充実についてであります。各年齢層の多様

な学習ニーズを的確に把握し、きめ細かな支援活動に努めますとともに、町と連携し高齢

社会への対応と家族の健康を意識した取組みを進めてまいりたいと存じます。特に、高齢

者教育におきましては、いきいき大学を中心といたしまして、町が実施する介護予防教室

と引き続き連携し参加しやすい事業運営に努めてまいります。また、女性の社会進出の促

進におきましては、様々な活動機会が必要となりますことから、女性コミュニティー会議
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とも協議しながら、女性の視点を大切にした学習機会の創設を図ってまいります。さらに、

家庭教育におきましては、親同士のつながりを強化するとともに、地域ぐるみでの子育て

意識を醸成するため、学校やＰＴＡとも連携を図り、親世代の自主的な学びへの支援を行

ってまいります。以上、平成３０年度の教育行政の執行方針について申し上げましたが、

現下の情勢から判断するとき、次代を担う子どもたちにとっては予測が難しい、そして厳

しい将来が待ち受けていること考えられますけれども、子どもたちにはこうした難局を果

敢に乗り越え、自らの個性や特徴を伸ばし、たくましく生きる力を身に付けてもらうこと

が教育に課せられた使命であります。自らの力で未来を創造していくことができるよう、

学校・家庭・地域、そして行政が一体となって子どもの成長を支えますとともに、町民の

皆さんが生涯にわたって豊かな学びを継続し、住んで良かったと実感できる町の実現に向

け、教育の振興・発展に取り組んでまいりますので、町議会議員の皆さま方、並びに町民

の皆さまのご理解あるご協力を賜りますようお願い申し上げ、教育行政執行方針といたし

ます。 

○議長（芳住革二君） 教育長の教育行政執行方針が終わりました。昼食のため、暫時休

憩いたします。再開は、午後１時といたします。 

 

（１１時２９分） 

（１３時００分） 
 
○議長（芳住革二君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 
 

   ◎日程第 ３ 議案第１５号 平成３０年度新冠町一般会計予算 
○議長（芳住革二君） 日程第３ 議案第１５号 平成３０年度新冠町一般会計予算 を

議題といたします。提案理由の説明を求めます。坂本総務課長。 

○総務課長（坂本隆二君） 議案第１５号 平成３０年度新冠町一般会計予算について、

提案理由を申し上げます。平成３０年度新冠町一般会計の予算は、次に定めるところによ

るものであります。歳入歳出予算 第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４

９億９６００万円に定めようとするものであります。第２項 歳入歳出予算の款・項の区

分及び当該区分ごとの金額は、第１表 歳入歳出予算によるものとします。債務負担行為 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により、債務を負担する行為をすることができる事

項、期間及び限度額は、第２表 債務負担行為によるものといたします。後程説明いたし

ます。地方債 第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により、起こすことができる

地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、第３表 地方債によ

るものといたします。内容につきましては、後程説明いたします。一時借入金 第４条地

方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借り入れの最高額は、５億円と

定めるものとします。歳出予算の流用 第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書き
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の規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

とするものであります。第１号 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額

に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用とするもので

あります。次に、債務負担行為の説明に入りますので、７ページをお開きください。第２

表 債務負担行為であります。緊急通報システム機器更新費、限度額２９９万４０００円

は、新冠消防支署に設置をしております緊急通報システムのパソコン本体の老朽化により

不具合が生じていることから更新をするものであります。印刷機購入費、限度額１９４万

３０００円は、レ・コード館用印刷機で故障が頻発していることから更新をするものです。

小学校情報機器購入費、限度額２９５万３０００円は、学習指導要領の改訂により小学校

において新たにプログラミング教育が位置づけられたことに対応するため、タブレット型

パソコン、プリンター、無線ＬＡＮボード等を購入するものであります。公用車購入費、

限度額２３８万５０００円は、教育委員会事務局用公用車の老朽化による乗用車の更新で

あります。これらは、いずれも備荒資金組合から資金を借り入れし、５年間で返済するも

のであります。次に、地方債の説明を行いますので、８ページをお開き願います。第３表

地方債であります。今年度地方債の借り入れを起こすものは、下段の臨時財政対策債まで

合計３億３５４０万円を限度として借り入れを起こすものであります。起債額の内訳とし

まして、全額交付税措置されます臨時財政対策債１億３１００万円を除きますと２億４４

０万円となり、この内８割が交付税措置される辺地対策事業債、７割が交付税措置される

過疎債、これらを精査いたしますと実質的な一般財源は６９５１万円となります。なお、

起債の方法、利率、償還の方法につきましては、表に記載のとおりとなっております。次

に、事項別明細書の歳出から説明をいたしますが、主要な事業のみ説明をさせていただき

ます。また、お手元に配付の資料といたしまして予算説明資料、委託料一覧表、工事請負

費一覧表につきましては、後程ご覧いただくことでよろしくお願いいたします。それでは、

歳出の３２ページをお開き願います。１款 議会費 １項 議会費 １目 議会費 ７２６０万

円。議員報酬及び職員の人件費並びに議会運営費を計上しております。９節 旅費 のうち

特別旅費１６０万４０００円は、今年度、道外視察に係る特別旅費を計上しております。

３３ページに移ります。１４節 使用料及び賃借料 のうち、車両借上料は、道外視察に係

る車両借上げ料を計上しております。１８節 備品購入費 のうち、議会用備品購入費は、

議会内録画設備としてブルーレイレコーダーの購入費を計上しております。３４ページに

移ります。２款 総務費 １項 総務管理費 １目 一般管理費 ３億４７０４万円。特別職及

び一般職の人件費並びに経常経費の計上であります。８節 報償費 ５２２万円。ふるさと

納税特典購入費５００万円は、寄附金１０００万円を見込み、特典購入費及び送料等とし

て５００万円を計上しております。また、定年退職者等に係る記念品の他、各表彰事業に

係る記念品の予算を計上しているものであります。９節 旅費 ３７０万５０００円。特別

旅費１８６万９０００円は、町村会主催研修、市町村職員研修センター、市町村アカデミ

ー、自治大学校等の職員研修費として計上しております。３５ページに移ります。１３節 委
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託料 ２２８２万７０００円。役場庁舎施設管理、ＯＡ機器の維持管理、職員研修経費、町

有バスなどの業務委託等を計上しているものであります。職員研修会講師派遣業務委託料

は、職場の職員研修会を２回予定しているものであります。１４節 使用料及び賃借料 ３

２６２万５０００円。ＯＡシステム使用料２１４万３０００円は、例規データベース、法

制執務支援システムのほか、官庁速報をインターネットで閲覧するサービスに係るシステ

ムの使用料であります。自治体クラウドサービス使用料１６７８万６０００円は、住民基

本システムなどの町の総合情報システムの安定と災害時のデータの保守管理を図るため、

札幌にあるデータセンターのサーバーに記録を持たせるために実施するものであります。

３６ページに移ります。１８節 備品購入費 ７５２万５０００円。役場庁舎電話機等購入

費は、昨年度、備荒資金組合からの借入金により購入した、役場庁舎の電話機の購入に係

る償還金で平成３３年度まで償還するものであります。ＯＡ備品購入費は、事務用ノート

パソコン１０台分を計上しています。人事給与システム及び財務会計システムは、債務負

担行為に係る今年度償還分を計上しているものであります。車両購入費は、公用車の老朽

化による軽自動車の更新１台分の予算計上です。１９節 負担金補助及び交付金 ６５６８

万７０００円。北海道電子自治体共同運営協議会負担金１２４万６０００円は、道内の自

治体で共同運営するハープに対する負担金で、クラウド運用負担金が主な内容となってお

ります。社会保障・税番号制度中間サーバー負担金１３７万２０００円は、マイナンバー

制度運用の際、国のシステムと市町村のシステムとの間で個人情報を仲介する中間サーバ

ーを全国２箇所に設置しておりますが、その共同構築費用の負担金であります。３７ペー

ジに移ります。２１節 貸付金 ２４０万円。２名の方より、医療職及び福祉職養成修学資

金の貸付申請を受けており、これを計上しているものであります。２目 文書広報費 ３９

９万６０００円。町広報発行及びホームページ開設運営に係る経費を計上しております。

３目 財産管理費 ３８６３万９０００円。本目は、主に他課に属さない財産管理費を計上

しており、庁舎維持管理、町有建物維持管理、町有地維持管理、レ・コードパーク維持管

理などに係るものであります。１３節 委託料 １２８３万１０００円。町民ホール庭園管

理業務委託料は、庁舎町民ホールに植栽されております樹木の消毒・剪定を年４回行うも

の。庁舎緑地等維持管理委託料は、レ・コードパークを除く庁舎周辺の管理委託料で、年

５回の草刈り、庁舎裏の排水の清掃などを委託するもの。町有地草刈業務等委託料は、レ・

コード館第２駐車場、旧節婦小学校他７ヶ所に係る町有地の草刈業務のほか、本町のポケ

ットパークの管理を委託するもの。３８ページに移ります。公園管理委託料は、レ・コー

ドパークに係る管理委託料で、年５回の草刈り、芝転圧、噴水及び水路清掃、噴水ろ過装

置保守点検等を委託するもの。レ・コードパーク内樹木維持管理委託料は、植栽されてい

る樹木の消毒及び傾いている樹木２本の植え直しを委託するもの。１５節 工事請負費 ３

７１万７０００円。太陽簡易郵便局屋根塗装工事は、経年劣化による屋根、破風、軒天の

塗装であります。旧分庁舎軒先補修工事は、現在、社会福祉協議会が使用している旧分庁

舎の裏側軒先の損傷が激しいことから補修するもの。レ・コードパークメイントイレ電源
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改修工事は、公園内に供給しております地下埋設電線の漏電が発生していることから、公

園内に電柱を立て北電柱から直接電源を引くための工事となっております。西泊津町有地

レ･コードの森公園内整備工事は、公園内の傾斜により自治会活動等に支障を来たすことか

ら盛土により平にするもの。４目 町有林造成管理費 １２９８万２０００円。３９ページ

に移ります。１３節 委託料 ６５万９０００円。町有林境界見出標識設置測量委託料は、

高江地区町有林５００メートルを予定するもの。町有林草刈業務委託料は、ファイターズ

記念植樹地ほか４箇所、１万１０２７平米を年２回行うもの。１５節 工事請負費 １１４

２万５０００円。町有林森林整備事業は、古岸地区カラマツ植採１１．１ヘクタール、若

園・古岸地区下刈り２７．１６ヘクタールを計画しております。５目 企画費 ７３５０万

５０００円。１１節 需用費 ６１４万７０００円。燃料費３７２万６０００円は、新冠町

コミュニティーバス及び西新冠地区予約運行に伴う燃料費であります。１３節 委託料 ２

５６５万５０００円。新冠町コミュニティーバス及び西新冠地区予約運行業務に係る委託

料を計上しております。情報通信基盤整備設計業務委託料は、高速通信網の拡充に向けた

光回線の整備を進めるため、今年度は事業の円滑な執行のための設計業務に係る委託料を

計上しております。１９節 負担金補助及び交付金 ４０３８万７０００円。４０ページに

移ります。日高管内７町と東京２３区交流連携推進協議会負担金１０万円は、道町村会と

東京２３区特別区長会が締結した連携協定に基づく管内７町と文京区との連携交流事業の

推進を図るため、管内各町が１０万円ずつを負担するほか、地域づくり交付金等により事

業を実施するもの。レコード文化広域観光連携事業負担金５０万円は、道内各自治体と連

携事業を行っております札幌市にあるセンチュリーロイヤルホテルから４５周年記念事業

として、当町との連携事業の提案があったもので、レコード文化、食材、郷土芸能等を市

民やホテル利用客に宣伝しようとするもので、レコードコンサートや展示、ディナーイベ

ント等を実施するもの。厚賀中学校統合５０周年記念事業補助金５万円は、今年度５０周

年を迎える厚賀中学校の記念事業に対し、かつて同校に通学していた町民も多いことから

補助金を交付するもの。定住移住支援制度としまして、平成１９年度から行っております

定住移住促進住宅取得奨励金を９件、引越助成金９件、住宅取得資金利子補給金を１４件、

子育て世代住宅取得支援金５２件を計上しております。新冠町企業誘致条例奨励金３０３

４万３０００円は、企業誘致条例に基づき日高食肉センターに対する固定資産税相当額を

３年間補助するもので、今回で３年目になります。地域コミュニティー活動支援事業補助

金１７万３０００円は、氷川自治会の草刈り機の購入費、美宇自治会の御神楽伝承活動に

係る衣装及び道具の購入費及び太陽自治会の冬季スケートリンク造成事業を予定しており

ます。中古住宅取得物件リフォーム補助金１００万円は、個人が居住のため取得した中古

住宅の改修費として５０万円を限度に補助するもので、２件分を計上しております。ＬＥ

Ｄ照明購入補助金１５０万円は、ＬＥＤ照明の購入費に対し支援するもので、５０件分を

計上しております。４１ページに移ります。６目 公平委員会費 ５万円。公平委員３名に

係る運営費を計上しております。７目 交通安全対策費 ４１９万９０００円。主に交通安
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全対策等に対する経費の計上です。８目 諸費 ２２８９万６０００円。１３節 委託料 １

５５７万２０００円。自治会等町政事務委託料は、自治会へ委託する町政事務委託料を計

上しております。街路灯ＬＥＤ化調査業務委託料は、街路灯、道路灯のＬＥＤ化を促進する

ための調査委託料を計上しております。１９節 負担金補助及び交付金 ７３２万４０００円。

街路灯組合運営補助金２８５万７０００円は、街路灯２６組合に対し、街路灯維持費とし

て年間電気料の６０％を補助するもの。街路灯新設、改良事業補助金４３万１０００円は、

電柱取付型ＬＥＤ電灯、ポール型ＬＥＤ電灯、新設工事各１灯分を計上しております。９

目 財政調整基金費 １６５万６０００円。基金に係る預金利子を計上しております。１０

目 減債基金費 ２７万７０００円。基金に係る預金利子を計上しております。１１目 ふる

さとづくり基金費 ６９３８万３０００円。基金に係る預金利子の他、町有牛売払い収入、

町有牛受精卵売払い収入、奨学金貸付元金収入、ふるさと納税に係る積立であります。１

２目 地域振興基金費 ６００万円。ピーマン選果施設整備事業貸付金収入を積立てるもの。

４２ページに移ります。２項 徴税費 １目 税務総務費 ６７３５万８０００円。１９節 負

担金補助及び交付金 １４０万３０００円。管内地方税滞納整理機構負担金１３１万８００

０円は、１０件を依頼するもの。４３ページに移ります。２目 賦課徴収費 ４５０万４０

００円。１２節 役務費 ７０万１０００円。町税及び税外収入における、口座振替業務手

数料として４２万３０００円。税、税外をコンビニで支払うことができるコンビニ収納に

係る代行手数料として２３万２０００円を計上しております。１３節 委託料 ３２１万３

０００円。コンビニ収納システム導入業務委託料は、平成２８年度に簡易版コンビニ収納

システムを導入いたしましたが、利用件数増加に伴い対応困難となることから正規版を導

入するもの。個人住民税年金特徴等システム保守委託料は、年金特別徴収及び国税連携シ

ステム、電子申告システムに係る保守委託料であります。４４ページに移ります。３項 戸

籍住民基本台帳費 １目 戸籍住民基本台帳費 ２４０８万５０００円。８節 報償費 ３０万

円。町民の方が婚姻届を提出した際、結婚のお祝として１万円のお食事券と５０００円の

入浴券を交付するもので、２０組分を計上しております。１１節 需用費 ５５万１０００

円。主にパスポート発給に係る収入印紙及び北海道収入証紙代を計上しております。１３

節 委託料 ２９９万５０００円。住民基本台帳ネットワークシステム保守委託料は、全国

の市町村と通信回線がつながっており、広域で住民票の発行が可能であり、そのシステム

を保守するための委託料であります。戸籍システム保守委託料は、システム本体の保守委

託料及び東日本大震災の津波により戸籍正本が滅失したことを受け、全国の市町村の戸籍

データを市町村と法務省がネットワークで共有する戸籍副本データ管理システムに係る保

守委託料を計上しております。１８節 備品購入費 ３４８万８０００円。戸籍システム機

器購入費は、昨年度備荒資金組合からの借り入れにより購入した機器の元利償還金で、５

年間で返済するもの。１９節 負担金補助及び交付金 ５９万円。個人番号カード交付事業

交付金５８万円は、地方公共団体情報システム機構が行う番号カード交付事務に対する交

付金で、同額国庫補助があります。４５ページに移ります。４項 選挙費 １目 選挙管理委
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員会費 ３１万２０００円。選挙管理委員会の運営に要する経費で、年４回の定時登録等に

係る諸経費を計上しております。５項 統計調査費 １目 指定統計調査費 ５１万円。指定

統計調査に係る経費を計上しており、工業統計調査、漁業センサス等５調査が行われるこ

とになっております。４６ページに移ります。６項 監査委員費 １目 監査委員費 ９７万

３０００円。監査委員に関する各経費を計上しているものです。４７ページに移ります。

３款 民生費 １項 社会福祉費 １目 社会福祉総務費 ５億１３７万４０００円。１節 報酬 

９２万７０００円。障害者自立支援協議会委員報酬１０万３０００円は、障害者が地域で

安心して暮らせる事を目的に、相談支援体制のネットワーク構築、困難事例の対応のあり

方等を協議するもので、８名分を予算計上するもの。地域福祉計画策定推進委員報酬２５

万６０００円は、要支援者の生活上の解決すべき課題と必要なサービスの内容等を明らか

にし、提供体制を整備する内容を定める地域福祉計画の策定に係る委員報酬で、１０名分

を計上しております。障害支援区分審査会委員報酬３９万６０００円は、障害者総合支援

法に基づき、新冠町、日高町、平取町で共同設置した障害支援区分審査会に係る報酬で、

４名分を予算計上しております。１１節 需用費 及び １２節 役務費 の中に、戦没者追悼

式に係る費用を計上しております。遺族会会員の高齢化と会員の減少により主催が困難と

なったことから、平成２７年度より町が主催しております。４８ページに移ります。１３

節 委託料 ４３２３万７０００円。福祉ハイヤー委託料は、１１名の５８４回分を計上。

寿入浴委託料は、７０歳以上の高齢者に年３６回の新冠温泉無料券を交付するもので、昨

年度より対象年齢を５歳引き下げ、回数を年１２回から３６回に増やしているものであり

ます。新冠町子ども発達支援センター業務委託料は、節婦のあおぞらに委託する児童通所

支援事業、発達支援事業で、新冠町３８名、日高町２６名に対し事業を行うもの。移動支

援事業委託料は、障害者の外出を支援するもので、個別支援、グループ支援、車輌移送支

援があり、静内ペテカリに委託するもの。日中一時支援事業委託料は、一時的に監護が必

要な方の一時預かり事業で、静内ペテカリに委託するもの。新冠町地域活動支援センター

事業委託料は、障害者等に対し創作活動や生産活動等の支援事業を新冠ほくと園に委託す

るもの。新冠町相談支援充実強化事業委託料は、障害者に対する相談対応や支援を行うも

ので、新冠ほくと園の相談支援事業所に委託するものであります。１８節 備品購入費 １

２万円は、子ども発達支援センターあおぞらで使用する感覚統合補助器具で、ミニトンネ

ル、円盤ブランコ、ポケットスイング等を購入予定であります。１９節 負担金補助及び交

付金 ３０６４万１０００円。４９ページに移ります。介護職員初任者研修費助成金２５万

円は、在宅福祉サービス等に従事する人材の確保及び介護の質の向上を目的に、昨年度か

ら制度化したもので、受講費用の３分の２、５万円を上限に助成するもので５名分を計上

しております。実務者研修費助成金２５万円は、今年度から初任者研修事業を拡大するも

ので、初任者研修の上位に位置する実務者研修の受講費用の３分の２、上限額５万円を助

成するもので５名分を計上しております。障害児通所支援事業利用料助成金１０万６００

０円は、静内ペテカリの行う障害児通所支援事業を利用する方の負担軽減を図るもの。２
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０節 扶助費 ２億８４２７万３０００円。重度心身障害者医療１３８０万８０００円は、

身障１・２級、３級内臓疾患等、重度知的、精神保健福祉手帳１級の方の医療費に対する

助成金。こども医療費１７５９万５０００円は、中学校生までを対象に、医療費の自己負

担金を助成するもの。重度身体障害者日常生活用具給付費２３８万９０００円は、障害を

負ったことにより、日常生活上必要とされるストマ、紙おむつ、介護支援用具等に対し９

割分を助成するもの。更正医療給付費２０８１万２０００円は、障害者の社会活動への参

加を援助するために行われる医療で、人工透析や腎臓、肝臓機能障害ほか７項目の障害種

別に係る医療が対象となります。自立支援給付補装具費２００万円は、障害者の失われた

部位、機能を補うための補装具購入に係る費用を支給するもの。介護給付費等支給費２億

３８７万８０００円は、障害者総合支援法に基づき提供される障害者福祉サービスの介護

給付費等に係る給付であります。５０ページに移ります。未熟児養育医療費９０万円は、

出生時体重が２０００ｇ以下の子どもで、医師が入院養育を必要と認めた子どもに対し自

己負担分を養育医療で支給するもの。育成医療給付費１７万６０００円は、１８歳未満で

体に障害や病気があり、放置すると将来体に障害が残る可能性があるものの、手術等の治

療で障害が改善される場合に医療費の一部を支給するものであります。障害児通所給付費

等支給費１７２０万９０００円は、児童福祉法に基づき提供される障害児通所支援事業の

障害児通所給付費等に係る給付であります。２１節 貸付金 ６２０万円。北海道労働金庫

貸付金５００万円は、労金に５００万円の貸付けをし、勤労者に対する融資をお願いする

もので、さらに労金が１５０万円を上乗せし、６５０万円の原資で融資を行っているもの。

法外援護資金原資貸付金１２０万円は、社会福祉協議会が行っている生活困窮者に対する

生活資金の貸付制度に対し、町が１２０万円、社協が３０万円、合わせて１５０万円の事

業費で貸付けを行っているものであります。２８節 繰出金 ４４２２万５０００円は、国

保特別会計で説明いたします。２目 老人福祉費 ２億５４１万２０００円。８節 報償費 １

０万円は、本年度１００歳を迎える２名の方に対する長寿祝金です。１３節 委託料 ３２

７４万円。ふれあい夕食事業委託料は、概ね６５歳以上の方を対象に、１食３５０円で配

食サービスを行うもので、９８５５食を見込んでおります。寿バス運行委託料は、７５歳

以上の高齢者を対象に、道南バスの無料券を交付するものでありますが、泉線廃止に伴う

コミュニティーバスの運行により利用実績が減少しており、本年度は平成２９年度実績見

込みで計上しております。移送サービス事業委託料は、寝たきり・歩行困難な方の、通院・

入院や福祉施設の入退所・通所の際、無料で送迎等を行うもので、社会福祉協議会へ委託

しております。１８節 備品購入費 ８７万２０００円。老人等緊急通報システム購入費は、

緊急通報端末電話機１０台及びバッテリーの購入費を計上しております。緊急通報システムセ

ンター設備購入費は、新冠消防支署に設置している緊急通報システムのパソコン本体の老

朽化により不具合が生じていることから更新するもので、備荒資金組合より資金を借入れ

５年間で返済するもので、今年度は利息分のみを計上しております。５１ページに移りま

す。１９節 負担金補助及び交付金 ９６９４万１０００円。敬老事業費補助金８７万７０
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００円は、地区敬老会事業に対する補助金であります。高齢者等買物支援事業補助金４５

５万円は、買物支援事業らくらくにいかっぷに要する運営費を、協議会に補助するもので

あります。訪問看護ステーション交通費助成金１１万８０００円は、特定疾患を患う方が

訪問看護ステーションを利用する際の交通費を助成するもので、３名分を計上しておりま

す。２０節 扶助費 ４４０万７０００円。老人福祉施設入所者措置費３８４万９０００円

は、養護老人ホーム門別長生園への措置入所に対し、係る措置費を支給するもので、２名

分を計上しております。家族介護用品費４３万２０００円は、要介護４または５と判定さ

れた在宅の高齢者を介護する世帯に、月額６０００円の介護用品券を交付するもの。家族

介護者リフレッシュ費１２万６０００円は、要介護１から５の認定を受けた在宅の高齢者

を介護している家族の負担を軽減するため、恵寿荘へ３泊４日のショートステイに要する

費用を助成するものであります。２８節 繰出金 ６９７５万円は、介護サービス特別会計

で説明いたします。３目 後期高齢者医療費 １億３６６万８０００円。１９節 負担金補助

及び交付金 ７７３７万３０００円。療養給付費負担金は、後期高齢者医療広域連合で算出

した所要額を計上しているものであります。２８節 繰出金 ２６２９万５０００円は、後

期高齢者医療特別会計で説明いたします。４目 地域包括支援センター費 ３４３６万６０

００円。高齢者などの介護予防等に係る予算を計上するもので、主に日高中部広域連合か

ら委託される地域支援事業に係る受託事業を行います。５２ページに移ります。１１節 需

用費 には、認知症を正しく理解し、認知症の方やその家族を見守る応援者となる認知症サ

ポーターを養成するための教材購入費、認知症の症状やサービス、相談窓口等をまとめた

認知症ケアパスの印刷費を計上しております。１３節 委託料 ８３３万８０００円。介護

予防サービス計画費委託料は、要支援者で在宅福祉サービスを利用する者に対し、個々の

状態に合わせたサービス計画の策定を委託するもので、町内及び新ひだか町、日高町の居

宅介護支援事業所６か所に委託しております。１８節 備品購入費 １３７万６０００円。

介護支援法の改正により平成３０年度末までの配置が義務付けられ、今年度社会福祉協議

会に配置を予定しております、生活支援コーディネーターの活動用軽自動車のほかパソコ

ン、液晶プロジェクター、デジタルカメラの購入費を計上しております。１９節 負担金補

助及び交付金 ８５万３０００円。認知症カフェ運営費補助金４６万円は、認知症総合支援

事業の一環として開設する認知症カフェの運営費補助金で、１０人以上が集える拠点を整

備し、２か月に１回以上の開催などの要件を満たす団体に対し運営費を補助するもので、

２団体分を計上しております。ＧＰＳ検索機器導入費補助金６万円は、認知症等による徘

徊行動のある方を在宅介護している介護者に位置情報検索機器（ＧＰＳ）の導入費の一部

を補助するもので、初期費用の９割、上限２万円の３名分を計上しております。成年後見

制度利用支援事業助成金２３万８０００円は、認知症などにより判断能力が不十分な方々

が、財産管理などの支援を受けられる成年後見人制度を希望する際に必要となる費用につ

いて助成をするものであります。５３ページに移ります。５目 老人福祉施設費 ３２９５

万円。老人憩の家及び高齢者共同生活施設あいあい荘に係る経費を計上しております。１
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３節 委託料 ２１３５万５０００円。高齢者共同生活施設管理業務委託料及び高齢者共同

生活施設給食委託料は、あいあい荘に係る管理、警備、周辺の草刈り及び給食業務を委託

するもの。６目 社会福祉施設費 １０８９万９０００円。各地域にあります集会施設の管

理に係る経費を計上しております。５４ページに移ります。１５節 工事請負費 ４００万

８０００円。東川生活改善センター解体撤去工事は、昭和４３年建築の施設で老朽化が著

しく、地域において今後の使用見込みがないことから解体撤去するもので、地権者に底地

を返還するもの。太陽開拓婦人ホーム床改修工事は、床下地が白カビの発生により腐朽し、

床が一部落ちていることから改修するもの。１８節 備品購入費 １９万円。年次計画で進

めている集会施設のストーブ２台の購入費であります。７目 生活館費 ９２３万８０００

円。主に生活館１１か所の管理運営に係る経費を計上しております。５５ページに移りま

す。１８節 備品購入費 ２３万８０００円は、大富・若園生活館に係る灯油タンクの購入

費を計上しております。８目 国民年金費 ３７万７０００円。１３節 委託料 は、平成３

１年度の消費税率の引き上げ時に実施される福祉的な給付措置に対応するためのシステム

改修委託料で、全額が国庫補助金として交付されます。２項 児童福祉費 １目 児童措置費 

８０１６万４０００円。１９節 負担金補助及び交付金 ４２５万円。チャイルドシート購

入補助金２５万円は、購入費の２分の１を補助するもので、０歳から４歳未満は１万５０

００円、４歳以上から６歳未満は５０００円を上限として補助しております。新冠町子ど

も誕生祝金４００万円は、次世代を担う子どもの出産を祝い、町の活性化と児童の健全な

発育及び福祉の増進に資することを目的に今年度から１人１０万円を交付するもので、４

０人分を計上しております。２０節 扶助費 ７５９０万円。児童手当は、中学生までの子

どもに、年齢及び子どもの数に応じ月額５０００円から１万５０００円が支給されるもの

で、２月・６月・１０月に支給されております。対象者５７５人を計上しております。５

６ページに移ります。２目 児童福祉施設費 ３２９２万１０００円。７節 賃金 ７８２万

９０００円。児童館職員賃金４２１万３０００円は、児童館機能に加え就労支援対策や習

い事の特例として、午後６時まで児童の預かり事業を実施しております児童館クラブ事業

に係る臨時職員２名、パート３名の賃金。なお、本年度からパートのうち１名は、新入生

が児童館に慣れるまでの間、４月から５月の間雇用するものであります。８節 報償費 ２

４万５０００円は、児童館特別事業及び子育て支援センターの実技指導講習に係る講師謝

礼であります。５７ページに移ります。１８節 備品購入費 ５万４０００円。子育て支援

センター備品購入費は、相談室用暖房器具の購入費。児童館用備品購入費は、図書の購入

費であります。１９節 負担金補助及び交付金 ８４０万７０００円。施設型給付費８１６

万円は、私立の教育・保育施設に通う児童の保護者に対し、市町村が施設型給付費という

形で、一括で支給するものですが、給付費が確実に子育て支援に使われるようにするため、

保護者に支払われる施設型給付費を私立の各施設が、代理人として市町村に対して請求し

ているもので、対象となる施設はマーガレット認定こども園、静内幼稚園及び厚賀幼稚園

であります。５８ページに移ります。４款 衛生費 １項 保健衛生費 １目 保健衛生総務費 
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６５２８万２０００円。健康推進に係る各事業及び保健センター管理に係る経費を計上し

ております。８節 報償費 ４万４０００円。インターンシップ報奨金は、保健師の採用が

難しくなっている中、当町での就業体験を通じ当町に応募する機会をうながすもので、本

年度１名の学生を募集するもの。就業体験期間は５日間を予定しております。１３節 委託

料 １１２万６０００円。床ワックス、ガラス清掃等委託料は、保健センターに係る業務委

託料であります。５９ページに移ります。１８節 備品購入費 ２２万４０００円。保健セ

ンター用備品購入費で、ユニットフロアマット、診察室用テーブルの購入を予定しており

ます。１９節 負担金補助及び交付金 ９２９万３０００円。新ひだか町立静内病院婦人科

運営負担金７２１万７０００円は、新ひだか町の産婦人科医院の閉院により、新ひだか町

立静内病院に婦人科を開設し共同運営しておりますが、係る運営費の一部を負担するもの。

不妊治療費助成金１２０万円は、不妊治療に要する費用を助成し、経済的負担の軽減を図

り治療を受けやすい環境整備を図るため助成するもので、特定不妊治療８人分を計上して

おります。不育症治療費助成金１０万円は、今年度から流産や死産、新生児死亡などを繰

り返す不育症の治療に要する費用を助成するもので、１回あたり１０万円、１人あたり通

算１５０万円までを限度とするもので、北海道の助成額を差引いた額を助成対象としてお

ります。２目 予防費 ３１６１万２０００円。８節 報償費 １５８万２０００円。歯科医

師報償費２５万２０００円は、３歳及び１歳６か月検診にかかるもの。小児科医報償費１

３２万円は、乳幼児健康診査に係る報償費であります。１１節 需用費 １２節 役務費 の

中には、町民の健康増進を総合的に推進ための新冠町健康増進計画の策定に係るアンケー

ト調査用消耗品及び郵便料等を計上しております。１３節 委託料 ２６６０万３０００円。

妊婦検診委託料は、妊婦健康診査受診券及び超音波検査受診券を交付し、異常の早期発見

と予防に努めるもので、１４回分を対象としております。運動指導業務委託料は、生活習

慣病予防対策としてからだリセット講座を開催しておりますが、この事業に対し健康運動

指導士の派遣を依頼するもので、今年度より回数を２回から３回に増やしております。健康

診査委託料は、胃・肺・大腸癌検査の他、脳ＭＲＩ検査、肝炎ウイルス検査、ピロリ菌検査等

に係る委託料であります。なお、今年度から脳ＭＲＩ検査以外の検査費用については無料とし

ており、自己負担金は計上しておりません。６０ページに移ります。婦人検診委託料は、乳

癌、子宮癌検診、ヒトパピローマウイルス検査等に係る委託料。今年度から無料としてお

り、自己負担金は計上しておりません。予防接種委託料は、ＢＣＧ、４種混合、インフル

エンザワクチン、日本脳炎ワクチン等に係る委託料。にいかっぷママさぽーとハイヤー委

託料は、妊婦が医師等の指示により救急車の要請は必要ではないが、家族による送迎が困

難な場合に町が契約するハイヤーを使用することにより、安心して出産を迎えられる環境

を整備する事業で、昨年度から実施しており、出産予定病院までのハイヤー片道料金の７

割を助成しております。浦河町、苫小牧市、札幌市の医療機関それぞれ１名ずつ、３名分

を計上しております。１９節 負担金補助及び交付金 １４８万８０００円。妊婦健診交通費

助成金１１３万１０００円は、町外の医療機関で受診する妊婦に対し交通費の一部を助成する

28 
 



もの。ワクチン予防接種費用助成金８万８０００円は、６５歳以上の高齢者等を対象にイン

フルエンザワクチン接種費用に対し、２５０万円を上限に助成するもの。出産時宿泊費助

成金６万９０００円は、苫小牧市・札幌市等遠距離にある医療機関で出産する際、安心し

て出産できるよう妊婦と付添人の宿泊費用を助成するもので、未熟児等付添産婦宿泊料も

対象としております。新生児聴覚検査費用助成金２０万円は、聴覚障害による音声言語発達等

の影響を最小限に抑えるため、全ての新生児に聴覚検査が実施できるよう費用を助成するもの

で、１回５０００円の４０人分を計上しております。３目 環境衛生費 １２５０万６０００

円。主に、狂犬病予防、霊園霊葬場の管理及び合併処理浄化槽設置整備事業に係る経費を

計上しております。１３節 委託料 １２３万円。霊園管理等業務委託料は、霊園の管理及

び火葬補助業務を高齢者事業団等に委託するもの。電気設備保安等業務委託料は、霊葬場

の自家発電機に係る保守委託料であります。６１ページに移ります。１８節 備品購入費 は、

環境衛生用軽自動車の更新ですが、現在使用している車両は平成１０年車で老朽化が著し

い事から更新するものです。１９節 負担金補助及び交付金 ３９８万６０００円。町内住

宅等蜂の巣駆除補助金２８万円は、５６件分を計上しておりますが、今年度より駆除代金

の値上げにより補助率３０％であったものを１件５０００円に改正しております。合併処

理浄化槽設置整備事業補助金３６９万３０００円は、５人槽２基、７人槽５基分を計上し

ております。４目 診療所費 １億３３１５万８０００円。２８節 繰出金 は、国保診療所

事業特別会計で説明いたします。２項 清掃費 １目 清掃総務費 １億４７７７万９０００

円。１１節 需用費 ４１１万７０００円。消耗品費４０５万４０００円の主なものは、指

定ゴミ袋の購入費用となっております。１３節 委託料 ４７４８万４０００円は、主にゴ

ミの収集運搬に係る委託料を計上しております。６２ページに移ります。１９節 負担金補

助及び交付金 ９６０１万３０００円。リサイクル活動奨励交付金７７万１０００円は、資

源ゴミのリサイクルを推進するために、登録団体及び古物商に対して、回収実績に応じ奨

励金を交付するものであります。３項 水道費 １目 地区水道費 ６０８万６０００円。町

内２か所の地区専用水道に係る維持管理経費を計上しております。１３節 委託料 １９６

万７０００円の主なものは、新明・大狩部地区水道に係る水質検査業務委託料を計上して

おります。１４節 使用料及び賃借料 ３２万８０００円は、大狩部地区水源地の土砂除去

を行うための重機借上料であります。１５節 工事請負費 １５９万９０００円は、旧西泊

津飲料水供給施設排水地解体工事で、旧西泊津地区水道利用組合において使用していた排

水地が個人の所有地に残っており、これを解体撤去するものであります。２目 簡易水道費 

６９０２万３０００円。２８節 繰出金 は、簡易水道事業特別会計で説明いたします。６

３ページに移ります。５款 農林水産業費 １項 農業費 １目 農業委員会費 ２４１２万７

０００円。農業委員の活動経費、職員の人件費及び経常経費の計上であります。１３節 委

託料 ９６万７０００円。農地基本台帳システムバージョンアップ作業委託料は、現在使用

しているシステムをＷｉｎｄｏｕｓＸＰからＷｉｎｄｏｕｓ１０にバージョンアップさせ

るための費用で、これにより、農地ナビへの固定資産情報、住基情報の変換料が無料とな
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るものであります。６４ページに移ります。２目 農業総務費 ９０５３万円。農業振興施

策及び農業支援員に係る関係経費を計上しております。８節 報償費 ２７７万２０００円

は、主に農業支援員１名分に対する費用を計上しております。６５ページに移ります。１

４節 使用料及び賃借料 １１８万３０００円。借上料４４万７０００円は、農業支援員活

動用車輌の借上げ料及び農業人フェアー出展料を計上。１８節 備品購入費 ２４３万５０

００円は、平成２８年３月に備荒資金組合の資金により導入した中山間農地データ管理シ

ステムに係る今年度支払い分です。１９節 負担金補助及び交付金 ３７４７万５０００円。

農業支援員活動補助金４８万７０００円は、農業支援員に対する住宅料補助・農業土木機

械研修等に対する参加費への補助金を計上。農業経営基盤強化資金利子補給補助金５０万

７０００円は、農業経営基盤強化促進法に基づき、規模拡大など農業経営改善のために借

りる政府資金に対する利子補給金で、１４戸分を計上。多面的機能支払事業補助金６７４

万２０００円は、組織をつくり地域内の農業者が共同で農業・農村の機能維持に取り組む

活動を支援するもので、現在、比宇川流域環境保全会と里平地区・水・環境保全会が対象。

中山間地域等直接支払事業補助金９８５万４０００円は、中山間地域の不利な農業生産条

件を補正し、生産活動を将来に向け維持する活動を支援するもので、美宇・太陽地区の西

新冠中山間ファーマーズに対し補助。経営所得安定対策直接支払推進事業補助金３７万８

０００円は、新冠町農業再生協議会に対し申請受付け等の事務費が国から全額補助される

もの。地域担い手育成総合支援協議会補助金３１２万７０００円は、新規就農者の確保と農業

後継者の経営安定をサポートするための相談業務、農業支援員と研修受け入れ先との調整等、

担い手育成協議会の事業に対する補助金。野菜促成栽培施設整備事業補助金３１２万円は、

野菜の促成栽培に必要なビニールハウス及び自動換気設備の導入費に対し補助するもので、

今年度から既存ハウスへの自動換気システムの設置についても補助対象としており、５件

４８棟分を計上しております。農業次世代人材投資資金１２００万円は、新規就農者で人・

農地プランに位置づけられる者の内、就農後５年以内の経営の安定確保を図ることを目的

に給付金を給付するもので、９名に対し１人７５万円から１５０万円を補助するもので、

昨年度まで青年就農給付金から名称変更となったもの。なお、全額、道から補助されます。

６６ページに移ります 

○議長（芳住革二君） 暫時休憩いたします。再開は１４時といたします。 

 

（１３時４５分） 

（１４時００分） 
 
○議長（芳住革二君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。説明を求めます。坂本

総務課長。 
○総務課長（坂本隆二君） それでは、６６ページ ３目 農業振興費 から説明を続けたい

と思います。３目 農業振興費 ９６０６万９０００円。１４節 使用料及び賃借料 ２００
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万円は、明渠排水の土砂掘削に係る重機借上げ料を計上しております。１５節 工事請負費 

１７６３万円。農業用施設維持管理工事は、美宇地区明渠排水小野寺地先排水路整備工事、

万世地区明渠排水佐藤地先排水路整備工事、明和地区樋渡地先流末処理工事、共栄地区明

渠排水春木地先排水路整備工事を予定しております。町単独給水管設置工事は、芽呂沢地

区の導水管及び排水管からの漏水が著しく、営農に支障をきたすことから道営畑地帯総合

整備事業により導水管及び排水管の設置工事が行なわれますが、これに合わせ町単独で整

備しなければならない住宅への給水について、本年度１４戸分を整備するものであります。

１９節 負担金補助及び交付金 ６７６５万９０００円。畑地帯総合整備事業負担金５９９

９万５０００円は、芽呂水道利用組合の導水管及び排水管を、道営事業で管路を新設する

もので、本年度、６２００メートルの工事に対する負担金。農道保全対策事業負担金７２

０万円は、道道平取静内線から芽呂沢太陽線までの道路について、舗装面のヒビ割れや、

路肩の沈下等が著しいことから、道営事業で改良工事を行うにあたり、本年度実施調査設

計及び用地確定測量４３５５メートルを行うものであります。４目 畜産業費 １７１０万

９０００円。１１節 需用費 ３１万８０００円の中で、地方競馬及びホッカイドウ競馬協

賛レース支援事業経費を計上しております。６７ページに移ります。１５節 工事請負費 は、

受精卵移植センター天井張替等工事。採卵室の天井が石膏ボードであり、湿気による落下

の危険性があることから、湿気に強い素材に張替するもの及び老朽化の著しい牛の積み下

ろし場の牧柵を改修するものであります。１９節 負担金補助及び交付金 １６１３万２０

００円。受精卵移植事業補助金１５５万８０００円は、畜産経営の安定と所得向上を目的

に、受精卵の採卵料と移植料の３０％を補助するもので、採卵１６頭、移植３４４頭分を

計上しております。軽種馬市場上場促進事業補助金６３５万円は、生産者が市場上場するにあ

たり、育成業者に預託する日数に応じ補助するもので、今年度より補助単価を３０日以上預託

した１歳馬１頭あたり３万円。６０日以上預託した２歳馬１頭あたり５万円とするもので、１

歳馬２００頭、２歳馬７頭分を計上しております。町酪農ヘルパー事業補助金２８５万円は、

労働時間の軽減、緊急対応を目的に実施される事業に対し、新冠町・日高町・新冠町農協

が助成するものであります。新冠町和牛育種推進協議会補助金１６９万８０００円は、和

牛センターに預託した牛が、途中出荷や死亡事故等が発生した場合のほか、一般出荷の場

合にも売却額が低く、農協から借り入れた経営安定化等貸付金を下回った場合に、不足分

を補助するものであります。５目 牧野管理費 １億１４０２万２０００円。町有牧野に係

る預託牛管理、町有牛管理及び和牛センター管理に係る関係経費を計上しております。６

８ページに移ります。１１節 需用費 ５５８１万８０００円の主なものは、牛の飼料、敷

き料、薬品代の他、トラクターの修繕料及び牧野外周の柵の劣化が著しいことから、毎年

５００メートルずつ電牧化を図るべく、修繕料を計上しております。１２節 役務費 ７７

６万３０００円。手数料６９５万２０００円の主なものは、受精卵採卵・精液等の受精関

連手数料及びワクチン・家畜診療等の診療関連手数料となっております。１３節 委託料 １

７万９０００円。健診業務委託料は、放牧預託牛に係る健康診断等を委託するもの。１６
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節 原材料費 ５１９万３０００円。牧野維持管理用原材料費５１４万３０００円の主なも

のは、草地に係る化成肥料、土壌改良剤が主なものとなっております。６９ページに移り

ます。１８節 備品購入費 は、牛床に敷いているおが屑、もみ殻等の敷材撹拌用のパワー

ハローの購入費。１９節 負担金補助及び交付金 ２１万５０００円。ヨーネ病自主検査対

策補助金１６万２０００円は、ヨーネ病の侵入防止のため、入牧条件としてヨーネ病検査

を行ってもらうものですが、検査に係る自己負担分の５０％を補助するものであります。

２項 林業費 １目 林業振興費 ４３９１万４０００円。主に有害鳥獣駆除対策事業に係る

関係経費を計上しております。８節 報償費 ２０万円は、クマ捕獲奨励報償金で、１０頭

分を見込んでおります。７０ページに移ります。１２節 役務費 ９１６万７０００円の主

なものは、鹿の残滓処理手数料及びその他有害鳥獣残滓処理手数料ですが、今年度からヒ

グマの解体手数料１０頭分を計上してございます。１３節 委託料 １９８４万５０００円

は、有害鳥獣駆除捕獲委託料を計上しておりますが、主なものは、シカの駆除費として２

０００頭分を計上しております。１９節 負担金補助及び交付金 １９９万９０００円。民

有林振興対策事業補助金１５５万９０００円は、民有林の造林事業の推進を図るため、国・

道の補助残に対し、総事業費の７３％以内まで上置き補助するもので、１１個人３団体を

予定。２目 林道費 ３８６万８０００円。林道維持管理に係る関係経費を計上しておりま

す。７１ページに移ります。１４節 使用料及び賃借料 ３０１万６０００円は、緑資源幹

線林道及び岩清水線、泉線、オサナイ線等に係る林道の道路側溝掘削等を実施する際の重

機借上料であります。３目 治山費 ２３４６万７０００円。治山施設の整備と管理に係る

関係経費を計上しております。１４節 使用料及び賃借料 ２０３万円。重機借上料２００

万円は、既設治山ダムの土砂の掘削等を実施するもの。１５節 工事請負費 １５６６万円

は、里平富居地先小規模治山工事で、土留工３基、張り芝等の伏工１５４０平米を予定し

ております。４目 森林公園費 １００３万３０００円。判官館森林公園の維持管理に係る

経費を計上しております。１１節 需用費 １９６万１０００円。修繕料１１５万８０００

円は、多目的広場の遊具・タコッペ湿原木道・ごみステーション等の補修費を計上してお

ります。７２ページに移ります。１３節 委託料 ５６９万５０００円。森林公園管理作業

委託料は、公園内及び憩の広場の草刈り、ツツジの剪定、ゴミ回収、排水清掃等を委託。

森林公園遊具保守点検委託料は、日本公園施設業協会規準に基づき公園内遊具の点検を委

託するもの。３項 水産業費 １目 水産業振興費 １５６５万８０００円。主に水産業の振

興に係る協議会等の負担金と団体補助金となっております。７３ページに移ります。１９

節 負担金補助及び交付金 ６５３万９０００円。水産多面的機能発揮対策事業負担金７９

万円は、ホッキ漁場の土が硬くなり資源量の減少の原因となっていることから、耕うんを

行うもので、新冠ホッキ部会へ補助するもの。マツカワ中間育成事業負担金５２万９００

０円は、マツカワを管内内海に放流し、漁獲高の増加を期待するもので、日高管内栽培漁

業推進協議会に補助するもの。ホッキ最小成貝放流事業補助金６０万円は、ホッキの稚貝

を地まき放流し、資源の確保と安定した漁獲高を図り漁家の経営安定を期するもので、新
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冠ホッキ部会に補助するもの。漁業者漁具整備事業補助金 １５０万円は、漁業者が購入し

た漁具に対し、５０％１５万円を限度に補助しているもので、今年度１０件を計画してお

ります。稚ダコ保育礁設置事業補助金 ２５０万円は、国の水産基盤整備事業により投入さ

れたタコ産卵礁の付近に、稚タコ保育礁を投入するもので本年度４５００個投入を予定し

ております。７４ページに移ります。６款 商工費 １項 商工費 １目 商工業振興費 １０

８７万２０００円。主に、商工業振興に係る経費を計上するものです。１９節 負担金補助

及び交付金 １０８５万２０００円。町商工業振興事業補助金１０５２万２０００円は、商

工会の人件費の一部や事業費の一部を補助するもの。町中小企業融資制度資金保証料補給

金３０万円は、運転資金、設備資金として町振興資金を借り入れた中小企業者に対し、保

証料の一部を補助するもの。２目 観光費 ８７２８万円。８節 報償費 ４９２万１０００

円は、観光協会勤務の新採用者１名分を含む地域おこし協力隊員３名分の報償費でありま

す。１１節 需用費 ２５９万５０００円。印刷製本費の主なものは、まちのローカルメデ

ィア情報誌・ＬＯＶＥにいかっぷの作成に係る印刷代を計上、光熱水費の中に、サラブレ

ット壁画ライトアップ電気料を計上。修繕料１２７万６０００円は、道の駅、新冠温泉、

ヒルズパークパークゴルフ場、出会いと憩のセンターの維持管理に係る修繕料を計上して

おります。１２節 役務費 ５７万１０００円。手数料の主なものは、新冠温泉の非常用照

明及び換気排煙設備の点検手数料であります。７５ページに移ります。１３節 委託料 ４

８６２万８０００円は、各施設の指定管理料及び委託料であります。出会いと憩いのセン

ター管理委託料は、駅舎に係る清掃・施錠・草刈り等を委託するもの。道の駅構内敷地維

持管理委託料は、草刈り・低木の刈り込み・花壇の管理等を委託するもの。道の駅駐車場

誘導業務委託料は、ＧＷやお盆等の繁忙期に誘導警備員を配置するものであります。１４

節 使用料及び賃借料 ３１７万９０００円。借上げ料の主なものは、地域おこし協力隊員

に係る、車輌及び住宅の借上げ料。１５節 工事請負費 ８２万１０００円。道の駅歩道補

修工事は、レ・コード館前国道に接する歩道のインターロッキングの舗装改修工事が３年

計画で実施されているものですが、この工事に併せ、接する町有地分の歩道部分を昨年度

に引き続き節婦側から３６.５メートル、６５平米の改修舗装工事を行うもの。１８節 備

品購入費 は、地域おこし協力隊活動用備品購入費として、新規採用者のパソコン購入費を

計上しております。１９節 負担金補助及び交付金 １５２２万２０００円。優駿日高道オ

ールひだか魅力発信事業負担金５０万円は、高規格道路日高自動車道の日高厚賀インター

チェンジが４月に開通予定であることを契機に交流人口を拡大し、地域活性化に繋げるた

めの事業を行うもので、事業費総額７００万円のうち２分の１を北海道の地域づくり総合

交付金で、残る２分の１を管内各町が５０万円ずつ負担することとしているもので、新聞

広告等のメディアを活用した情報発信等を実施するものであります。地域おこし協力隊活

動補助金１５１万４０００円は、札幌ビアガーデン、オータムフェスト等のイベントＰＲ

用旅費相当分及び地域おこし協力隊員に係る活動補助金。町観光協会補助金８０７万９０

００円は、観光協会が行う広告宣伝事業、主催イベント事業、観光施設管理事業に対する
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補助金。７６ページに移ります。７款 土木費 １項 道路橋梁費 １目 道路橋梁総務費 ３

５８万２０００円。自治会に委託する町道の草刈り業務に伴う保険料及び道路台帳整理、

地籍図等の土地移動整理のための経費を計上しております。２目 道路維持費 ６７８１万

５０００円。１１節 需用費 １２９０万円。消耗品費５４４万７０００円の主なものは、

グレーチング、コンクリート蓋、大型土のう、スリップ防止用焼き砂及びグレーダ・ダン

プの冬タイヤの購入費。修繕料５３４万８０００円の主なものは、グレーダ・ダンプ等の

車検整備料、道路舗装・縁石修繕、側溝や法面の修繕の他、標識等の付属設備の修繕、管

理車輌や砂箱の修繕料。１３節 委託料 １７５９万３０００円。町道草刈業務委託料は、

旧節婦小学校道路法面、えましあ法面、夕日丘２号線、レ・コードの森１、２号線、軽種

馬共同育成場線、自治会委託に係る委託料。町道維持管理業務委託料は、路面清掃、路肩

の土砂除去、排水施設清掃業務、町有重機の運転業務、岩清水アブカシャンペ線ゲートの

管理業務を委託するもの。町道沿道支障木伐採業務委託料は、年次計画で交通の支障とな

る木を伐採するもので、万世今野肥田線、共栄２号線、泉高岡佐々木線、東川線の４路線

を予定。１４節 使用料及び賃借料 ３７１万３０００円。道路用地借上料１５４万７００

０円は、岩清水アブカシャンペ線他８路線に対する道路の借上げ料を計上しております。

重機借上料１９５万円は、岩清水アブカシャンペ線他２か所に係る、道路側溝の土砂掘削

及び路面整正等を行うもの。１５節 工事請負費 ３１９０万円。土木工事を１２か所・舗

装工事を８か所・区画線工事１か所を予定しております。７７ページに移ります。１７節 公

有財産購入費 ５万１０００円は、町道明和新栄線松浦地先道路用地の測量に伴う道路用地

購入費で２件の地権者から８５０平米を購入するもの。３目 道路新設改良費 １億４９３

１万１０００円。道路の改築、橋梁の補修や改良舗装工事に係る経費を計上しております。

１３節 委託料 ４００９万５０００円。橋梁長寿命化修繕調査設計業務委託料は、老朽化

対策・事前防災対策を目的に長寿命化修繕計画を立て橋梁の長寿命化を図るもので、陽成

橋、泉橋、節婦１号橋、節婦２号橋の４橋を予定。橋梁定期点検業務委託料は、道路法に

基づき橋梁の健全度の点検を実施するもので１９橋を予定しております。７８ページに移

ります。１５節 工事請負費 ７６９万円。道路改良舗装工事は、軽種馬共同育成場線・大

狩部勝山紺野線に係る舗装工事。橋梁長寿命化修繕工事は、明和夘坂中山線冠明橋、太陽

久米白井線太陽１号橋に係る橋面防水、舗装の打ち換え等の工事を実施。新冠市街地線１

号支線道路改良工事は本年度分の１３０メートルを予定するものであります。２項 河川費  

１目 河川総務費 ３３６２万８０００円。１２節 役務費 ３３９万５０００円。河川水質

検査手数料は、比宇川３か所を年２回、浦里・トマチャナイ川を年４回、元神部・アクマ

ップ・里平・芽呂川を年１回、水質検査を行うもの。河川支障木伐採手数料は、河川の適

切な維持・管理のため、支障木を伐採及び処理するもの。１３節 委託料 １１７万４００

０円。元神部川河川用地測量業務委託料は、継続的に年次計画で行なっており、現況河川

用地を確定し、土地の処理を行うものであります。１４節 使用料及び賃借料 ６５２万４

０００円。重機借上料６５０万円は、里平川立桶地先河床掘削他１６か所を予定。１５節 工
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事請負費 ２２００万円。元神部川佐々木地先河床洗掘防止対策工事他８箇所の工事を予定

しております。７９ページに移ります。３項 住宅費 １目 住宅管理費 ２３６６万１００

０円。１１節 需用費 ５３５万２０００円。修繕料５０４万４０００円の主なものは、公

営住宅に係る外部・建具・設備・塗装等の修繕料を計上。１３節 委託料 ２０５万３００

０円。町営住宅用地草刈業務委託料は、節婦ふれあいタウン・ゆとりの・東栄団地に係る

草刈りを年３回委託。１８節 備品購入費 １２３万８０００円は、住宅用火災警報器を年

次計画により更新しているもので、今年度１９１個を計画しております。１９節 負担金補

助及び交付金 １０００万円は、住宅リフォーム助成金で、省エネ改修・バリアフリー改修・

耐震改修工事等に対し５０％、１００万円を限度として補助するもので、１０件分を計上

しております。８０ページに移ります。２目 住宅建設費 ３２７９万８０００円。１５節 工

事請負費 １６７４万円。公営住宅改修工事は、節婦ふれあいタウン１棟４戸に係るユニッ

トバスの設置、台所回り、トイレ等の改修工事を実施するもの。２２節 補償・補填及び賠

償金 ３８万４０００円は、汐見団地３戸に係る移転費助成金を計上。８１ページに移りま

す。４項 下水道費 １目 下水道整備費 １億２０７６万３０００円。２８節 繰出金 は、

下水道事業特別会計で説明いたします。８２ページに移ります。８款 消防費 １項 消防費  

１目 常備消防費 ２億１５６２万円。日高中部消防組合本部経費及び新冠支署経費を計上

しております。支署経費において、年次計画の４年目になります小型動力ポンプ１台とホ

ース４０本を更新するものであります。２目 災害対策費 ２５４８万２０００円。１１節 

需用費 １３５万４０００円。消耗品費７８万３０００円の中で、災害用非常食カンパン、

ビスケット、水の購入費を計上。１２節 役務費 ２５５万円。通信運搬費１９８万３００

０円は、防災無線電話に係る電波使用料及び衛星携帯・雨量観測システム電話料、エリア

メール利用料。また、災害対策費用保険料は、避難準備・勧告等を発令した際にかかる費

用を補填する制度に加入するもので、係る保険料を計上しております。１３節 委託料 ６

０４万１０００円。避難路維持管理委託料は、東町避難路・節婦避難路の管理委託料。泊

津高台避難場所草刈委託料は、墓地裏、高台避難場所の草刈り６６０平米を委託するもの。

防災無線設備保守点検委託料は、通常の保守点検の他、今年度、５年に１度の運用管理装

置の点検が実施されます。１４節 使用料及び賃借料 ４５万４０００円の中で、重機借上

料２９万２０００円及び草刈等車輌借上料１５万円は、ヘリポートに係る管理経費。１５

節 工事請負費 は、節婦避難階段の改修工事で、平成１１年度に北海道により設置され、

平成２４年度に町に移管された節婦避難階段の老朽化が著しいことから全面改修するもの

で、現在の擬木階段を耐久性、維持管理に優れている金属製階段に改修するものでありま

す。８３ページに移ります。９款 教育費 １項 教育総務費 １目 教育委員会費 １７６万

９０００円。教育委員に係る経常経費。２目 事務局費 １億１３９６万３０００円。１節 報

酬 ６０４万６０００円。奨学審議委員会委員、学校評議員、学校医に対する報酬、及び外

国語指導助手報酬などを計上しているもので、今年度から外国語指導助手を１名増員し、

小学校における外国語教育の充実を図ります。２節 給料 ２３９２万５０００円の中には、
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朝日小学校の複式学級の解消のための教員１名の増員に係る給料を計上しております。７

節 賃金 ７９７万９０００円。臨時教職員賃金３７１万２０００円は、朝日小学校の複式

学級解消のための臨時教職員１名分を計上しております。８４ページに移ります。８節 報

償費 ６９万８０００円。コミュニティースクール設置準備委員会３０万８０００円は、学

校運営協議会制度、いわゆるコミュニティースクールの導入に向けた調査研究を行うため

今年度から設置するもので、学校長、地域担当教員、ＰＴＡ、学校評議員、社会教育委員

等により、研修会、先進地視察等を行うものであります。１１節 需用費 １９４万９００

０円。教育賞・教育奨励賞及び農水新冠賞に関する経費を計上。また、学習指導要領の改

訂に伴う道徳、外国語に係る指導書及び教科書の購入費を計上しております。１８節 備品

購入費 １０万１０００円。車両購入費は、事務局用公用車の老朽化による乗用車の更新１

台分ですが、備荒資金組合の資金を借入し５年間で返済するもので、今年度は利息分のみ

を計上しております。外国語指導助手住宅用備品購入費は、交代及び増員に伴う住宅用備

品の購入費を計上。１９節 負担金補助及び交付金 ３１５３万６０００円。静内農業高校

通学支援負担金１４２万円は、今年度から静内農業高校に通学する生徒を対象に、新ひだ

か町が運行する静内駅から静内農業高校までの通学バスの運行経費を両町で負担するもの

で、新ひだか町有バスにより登校１便、下校４便を運行する経費を乗車生徒の割合で負担

するものであります。８５ページに移ります。町研究指定校補助金３０万円は、新冠町研

究指定校設置要綱に基づき、教育の内容・方法について調査研究する目的で、毎年１校を

指定しているものでありますが、今年度は、学習指導要領の改訂に併せ、特に小学校にお

ける外国語の指導について調査研究を深めるため、全校を指定し補助するものであります。

教育振興補助金４６万円は、部活動の大会参加経費補助及び漢字検定、英語検定の検定料

の半額を助成する経費を計上。町教育研究協議会補助金８０万円は、やまぶどうの発行の

他、町内小中学校の教職員が、教科別の部会で研修や研究を実施する経費に対する補助で

あります。２１節 貸付金 １６１７万６０００円は、奨学金の貸付金で、継続者２３名、

新規５名分を見込んでおります。３目 住宅費 ７８万９０００円。教員住宅の管理経費に

係る関係経費を計上してございます。４目 児童生徒輸送費 ４９７６万２０００円。スク

ールバス７台の運行に係る関係経費を計上しております。１１節 需用費 ９４３万２００

０円。消耗品費の主なものは、スクールバス用夏・冬タイヤの購入費を計上しております。

修繕料の主なものは、スクールバスの車検及び定期点検に係る整備費を計上しております。

８６ページに移ります。１３節 委託料 ３４２９万４０００円は、スクールバス運行委託

料及びスクールバス待合所管理委託料等を計上しております。１４節 使用料及び賃借料 

２４万３０００円。児童生徒輸送用バス借上料は、中体連地区大会・ブロック大会出場に

係る民間バス借上料で、大会当日、登校日の為スクールバスを利用できないことから借り

上げるもの。１８節 備品購入費 は、平成２０年度に購入した２９人乗りのマイクロバス

を更新するもので、乗車人員を考慮し１０人乗りワゴン車を購入するものであります。２

項 小学校費 １目 学校管理費 ６６５０万６０００円。小学校２校に係る経常経費及び学
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校配分予算などを計上しております。なお、今年度から公会計化する学校給食に係る経費

は、９款 ７項 に計上しております。７節 賃金 ２４３９万９０００円。学校公務補、事

務生、支援員賃金の内、発達障害等の児童に対する学習補助や生活面での支援を行う支援

員７名分の賃金を計上しております。８７ページに入ります。１１節 需用費 ２１６２万

７０００円。消耗品費５９３万６０００円の中で、学校配分消耗予算の他、学校プールに

係る消耗品を計上しております。修繕料２３９万１０００円の中で、新冠小学校体育館の

電球取替、遠赤外線暖房機の修繕、朝日小学校の網戸改修のほか、年次計画による学校遊

具の修繕等を予定しております。１３節 委託料 ９７５万２０００円。各小学校に係る管

理運営委託料として、ガラス清掃、ワックス塗装、夜間警備、スケートリンク、プール、

遊具定期点検等の委託料を計上。また、学校検診等委託料は、歯科、耳鼻科、眼科、内科、

就学時心電図検診を委託するものであります。８８ページに移ります。１８節 備品購入費 

１９９万７０００円。学校管理用備品購入費は、学校配分予算のほか、教育用オルガン１

台、折りたたみ式担架１台の購入費。ＯＡ機器備品購入費は、教職員用パソコンセキュリ

ティーソフト２校分のライセンス使用料を計上。２目 教育振興費 ２６７万２０００円。

１８節 備品購入費 ７８万７０００円。債務負担は、児童の情報活用能力の育成を図るた

め、新冠小学校にタブレット２０台購入しておりますが、係る債務負担行為額を計上。パ

ソコン関係は、学習指導要領の改訂により小学校において、新たにプログラミング教育が

位置付けられたことに対応するため、タブレット型パソコンを新冠小に１３台、朝日小に

７台のほかプリンター、無線ＬＡＮボード等を購入するもので、備荒資金組合から資金借

入し５年間で返済するもので、今年度は利息分のみを計上しております。２０節 扶助費 １

８８万５０００円。要保護準要保護児童学用品費１８０万３０００円は、要保護・準要保

護児童に対する学用品費、通学用品費、修学援助費、体育実技用具費、新入学用品費、校

外活動費、ＰＴＡ会費を計上しております。８９ページに移ります。３項 中学校費 １目 学

校管理費 ３８５７万６０００円。中学校に係る経常経費及び学校配分予算などを計上して

おります。なお、小学校費同様、今年度から公会計化する学校給食に係る経費は、７項 に

計上しております。７節 賃金 １１８３万７０００円。学校公務補、事務生、支援員賃金

の内、発達障害等の生徒に対する学習補助や生活面での支援を行う支援員賃金を３名分計

上しております。１１節 需用費 １４８８万５０００円。修繕料１７３万３０００円中で、

教室の床タイルのはがれに係る補修を、毎年度２教室ずつ年次計画で実施しております。

１３節 委託料 ３８２万１０００円。施設に係る管理運営委託料として、ばい煙測定、ガ

ラス清掃、ワックス塗装、夜間警備、校内草刈り、遊具定期点検等の委託料を計上してお

ります。また、学校検診等委託料は、歯科、眼科、内科、心電図検診を委託するもの。９

０ページに移ります。１４節 使用料及び賃借料 ７８万６０００円の中で、柔道着借上料１

３万円は、武道の必修科目として柔道を取り入れているもので、柔道着をレンタルするもの。

対象者は、１、２年生となっております。１８節 備品購入費 ４１１万円。学校管理用備品

購入費は、生徒用机イス２５組、超短焦点プロジェクター２台、実物投影機２台のほか、
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吹奏楽用備品としてユーフォニウム、グロッケン、バスドラム等を購入するもの。２目 教

育振興費 ２５７万６０００円。１８節 備品購入費 ８７万６０００円。学校管理用備品購

入費は、校務用ノートパソコンの購入費に係る債務負担行為額を計上しております。２０

節 扶助費 １７０万円。要保護準要保護生徒学用品費１６７５万５０００円。要保護・準

要保護生徒に対する学用品費、通学用品費、修学援助費、新入学用品費、校外活動費、Ｐ

ＴＡ会費の給付に係る費用を計上しております。９１ページに移ります。４項 認定こども

園費 １目 認定こども園費 １億９２９４万３０００円。８節 報償費 ３０万６０００円。

劇団公演料１５万６０００円は、３歳児以上を対象とした人形劇鑑賞のほか、全園児を対

象とした音楽鑑賞を予定。講師謝礼１５万円は、職員研修における講師の謝礼で、乳児保

育実技研修２回と特別支援教育研修１回を予定しております。９２ページに移ります。１

１節 需用費 １１１５万円。賄材料費５万６０００円は、宿泊保育に係る賄材料費を計上。

修繕料１０７万７０００円は、建具の補修のほか、教室等の戸車・鍵・レールの年次計画

による補修及び通園バスに係る車検整備料等を計上しております。１３節 委託料 ３９０

９万２０００円。児童健康診断委託料は、内科・歯科検診及び薬剤師検査の委託料。給食

業務委託料は、園児及び職員に係る給食調理業務の委託料。通園バス運行業務委託料は、

年間２８８日の運行に係る委託料です。認定こども園園庭遊具点検業務委託料は、開園か

ら５年以上が経過したことから遊具の点検を実施するものであります。１５節 工事請負費 

は、園庭遊技場におけるサーキットコースの補装が沈下していることから、補装の嵩上げ

及びダストの敷設を実施いたします。１６節 原材料費 １０万４０００円は、木製棚の補

修に係る材料の購入費であります。９３ページに移ります。５項 社会教育費 １目 社会教

育総務費 ９０１０万円。子どもたちの健全育成と町民を対象とした生涯学習に係る予算を

計上しております。９４ページに移ります。８節 報償費 ２７万５０００円。いきいき大

学講師謝礼５万５０００円は、高齢者が新しい知識や技術を学習し、健康で豊かな老後を

求めることができるよう、年間７回フラワーアレンジ講座などの合同学習や社会見学を実

施するもので、係る講師謝礼を計上しております。生涯学習講座講師謝礼１７万円は、う

るおいと充実のある生活を進めるため、趣味と教養を身につけることのできる講座を開設

しておりますが、本年度は楽器体験講座の他、成人対象４講座を予定しております。１３

節 委託料 ３２０万２０００円。プラスワンセミナー講演講師委託料は、多種多様なテー

マを設定し、生涯学習の機会を提供するもので、本年度も著名な講師の招聘を予定してお

ります。講師派遣等委託料は、昭和音楽大学から講師を招き、音楽体験、交流事業を行うもの

で、新冠中学校吹奏楽部を対象に吹奏楽クリニックのほか、アウトリーチコンサート、パート

ナーシップコンサート等を実施するもの。１９節 負担金補助及び交付金 ４３１万４０００

円。９５ページに移ります。レ・コード館ジュニアジャズバンド運営委員会補助金７０万

円は、小学校３年生から中学校３年生まで結成されている同バンドの運営費補助金となっ

ております。なお、平成３０年度より、プロによる指導から町内の音楽団体による指導へ

と体制の見直しを図っております。文化振興施設運営補助金７２万円は、町内に存在する
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美術館等の文化振興施設の日常の維持管理を行うものに対し奨励金を交付することで、施

設の充実かつ文化の振興及び町の活性化を図るもので、施設の立地条件により冬季間の営

業ができない美術館等の施設に係る固定資産税の２分の１を交付するもの。２目 レ・コー

ド館事業推進費 ６６４１万３０００円。１１節 需用費 ２２００万１０００円。消耗品費

２６１万円の主なものは、レコード保存用内袋、外袋及び告知用看板、出会いの広場、憩

の広場等のＬＥＤ電球の購入費を計上。修繕料２０８万３０００円の主なものは、冷暖房

自動制御機器、図書プラザ入口自動ドアなどの修繕料を計上しております。９６ページに

移ります。１８節 備品購入費 ２０７万７０００円。レ･コード館備品購入費は、故障が頻

発している印刷機を更新するもので、備荒資金組合からの借入れにより購入し５年間で返

済するもの。今年度は、利息分のみを計上しております。社会教育備品購入費は、平成２

８年度に購入したグランドピアノに係る備考資金組合への償還金を計上しております。９

７ページに移ります。３目 図書費 １３３４万８０００円。１１節 需用費 １５９万２０

００円。消耗品費１５２万２０００円の主なものは、新聞、定期購読雑誌の購入及びブッ

クスタート事業、セカンドブックプレゼント事業等図書プラザ事業に係る消耗品、ボラン

ティアサークル活動支援材料費の購入費を計上しております。１８節 備品購入費 ３６５

万４０００円。図書購入費は、２５００冊の購入を予定しております。図書プラザ用備品

購入費は、書籍運搬用ワゴン１台を購入するもの。４目 青少年育成費 １１７８万２００

０円。８節 報償費 １５６万９０００円。報償金１５１万９０００円は、主に放課後子ど

も教室に係る安全管理員、学習支援員に係る報償費。講師謝礼５万円は、自然体験教室に

係る講師謝金。９８ページに移ります。１３節 委託料 ２３３万２０００円。公演開催業

務委託料は、町内の小学生を対象とした児童劇を開催するもの。少年国内研修交流事業委

託料は、小学６年生と中学１年生の２０名が沖縄県で自然、文化に接するなど様々な体験

と金武町中川区子ども会との相互交流を行うもの。１９節 負担金補助及び交付金 １６９

万９０００円。通学合宿実行委員会交付金１６万円は、青年の家を会場に町内の小学生４

から５年を対象に４泊５日の合宿を開催する他、年４回の自然体験教室事業に係る補助金。

５目 郷土資料館費 １４２万２０００円。郷土資料館の運営管理に係る経費を計上してお

ります。８節 報償費 ８０００円は、北海道命名１５０年にちなみ、松浦武四郎と新冠と

題したふるさと再発見講座に係る講師謝礼を計上。９９ページに移ります。６目 青年の家

費 ８２４万５０００円。青年の家施設管理に係る経費を計上しております。１１節 需用

費 ２３９万円。修繕料３０万円は、食堂照明器具の交換、乗用草刈り機の修繕等を行うも

の。１２節 役務費 ８４万２０００円。手数料６５万５０００円の中で主なものは、寝具

のクリーニング代となっております。１００ページに移ります。７目 町民センター費 ５

２０万９０００円。町民センターの施設管理に係る経費を計上しております。１８節 備品

購入費 は、トレーニングルーム利用者の増加に伴い納付書作成の事務を軽減するため、レ

ジスターを購入するもの。１０１ページに移ります。６項 保健体育費 １目 保健体育総務

費 ３４８２万１０００円。スポーツ教室等に係る費用と、町体育協会等社会体育団体への
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補助金を計上しております。１節 報酬 ３０万８０００円は、スポーツ推進委員５名の活

動に係る報酬で、今年度、平成３１年度を初年度とする第３次新冠町スポーツ推進計画の

策定のための委員会出席に係る報酬を増額して計上しております。８節 報償費 ２７万５

０００円。ジュニア水泳教室、さわやか運動教室、乗馬教室など９教室に係る講師謝礼を

計上しております。１８節 備品購入費 １９万９０００円は、就学前幼児と保護者を対象

とした親子運動教室用のカラートンネル、メッシュベスト、マット類及び軽スポーツ教室

用カローリングローラーの更新に係る購入費を計上しております。１０２ページに移りま

す。１９節 負担金補助及び交付金 １２７１万６０００円。町体育協会補助金２８１万６

０００円は、今年度、東日本軟式野球南北海道大会の会場町となることに伴う増額のほか、

少年野球新冠大会が４０回記念となることによる増、剣道スポーツ少年団及びバレーボー

ル少年団の日高地区大会の会場町にあたるための運営費をそれぞれ増額しております。２

目 体育施設費 １１７０万円。スポーツセンター、町民グランド、テニスコート、節婦体

育館の管理運営経費を計上しております。１１節 需用費 ６５５万７０００円。修繕料８

０万７０００円の中で、町民グランドバックネットの一部張替及び補修に係る修繕料を計

上しております。１３節 委託料 ４４２万８０００円。町民グランド整備委託料は、グラ

ンドの不陸整正を行うもの。スポーツセンター管理業務託料は、土曜日の夜間及び日曜・

祝日の管理を委託するもの。１０３ページに移ります。１８節 備品購入費 １０万７００

０円は、町民グランドのベース及びピッチャープレートの劣化に伴う更新を予定しており

ます。９款 教育費 ７項 学校給食費 １目 学校給食費 ５６３７万５０００円。今年度か

ら学校給食に係る費用を全て町が負担する公会計化としており、新たに７項を新設し、係

る予算を計上しております。１１節 需用費 ３４０３万８０００円。消耗品費２５９万８

０００円は、学校配分予算のほか、食中毒対策用消耗品、食器の更新等の予算を計上して

おります。給食材料費２８４０万２０００円は、これまで各学校単位で組織する給食運営

委員会において購入していた給食材料を今年度から全て町が購入することにしたもので、

小学校においては月額４２００円、中学校は月額５０００円分の食材購入のほか、これま

で補助金として交付しておりましたふるさと給食についても計上しております。なお、給

食費については、無料として保護者からの負担は求めないこととしております。１３節 委

託料 ２１６８万２０００円。給食業務委託料は、３校分の調理に係る人件費等を計上。１

８節 備品購入費 １６万３０００円は、朝日小学校の給食室用洗濯機及び衣類乾燥機の更

新に伴う購入費を計上しております。１０４ページに移ります。１０款 災害復旧費 １項 

公共土木施設災害復旧費 １目 現年発生災害復旧費 ５０００円。災害復旧促進協会負担金

です。１１款 公債費 １項 公債費 １目 元金 ７億４１２８万５０００円。本年度の起債

償還に係る元金で、前年度対比２５６８万４０００円の増となっております。これは、平

成２５年度に借入れた大狩部生活センター施設整備事業及び水槽付きポンプ車購入事業並

びに、平成２６年度に借入れた日高中部４期広域農道整備事業に係る償還が開始されるこ

とによりますが、町債の残高は前年度対比４億５８８万５０００円減の５７億７８８９万
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円の見込みとなっております。２目 利子 ４５３５万円。起債償還に係る利子であります。

利子については、長期金利の利率の減少により、前年度対比９３９万４０００円の減とな

っております。１２款 予備費 １項 予備費 １目 予備費 ３００万円。予備費は、予算外

の支出や予算を超過した際充当する目的外予算ですが、３００万円を計上しているもので

あります。次に、歳入に入りますので、１３ページをお開き下さい。１款 町税 １項 町民

税 １目 個人 ２億３７９０万円。１節 現年課税分 ２億３２９４万９０００円。前年度対

比１８０３万５０００円の増。平成２９年度当初課税で算定をしております。所得割にお

いて一部業種が好調であったことを考慮し、前年度対比８．４％増を見込み算定をしてお

ります。２目 法人 ５３４７万７０００円。１節 現年課税分 ５３３８万６０００円。前

年度対比１２３５万３０００円の増。平成２９年度決算見込み額で算出をしております。

均等割につきましては２４０社、法人税割については９０社を対象に算定しております。

２項 固定資産税 １目 固定資産税 ３億２２３８万５０００円。１節 現年課税分 ３億１

９３４万３０００円。前年度対比７２８万８０００円の増。土地、家屋については、評価

替えに伴い、前年度対比０．３％の減。一般の償却資産につきましては、資産の減価償却

により前年度対比１１．９％の減、また、大規模償却資産については、北海道電力の増加

により前年度対比１３．７％の増で算出しております。２目 国有資産等所在市町村交付金

及び納付金 ８６０万１０００円。前年度対比７０００円の増は、北海道森林管理局の算定

標準額が増額となったことによるもの。１４ページに移ります。３項 軽自動車税 １目 軽

自動車税 １５２７万７０００円。１節 現年課税分 １５２２万２０００円。前年度対比３

３万９０００円の増。軽自動車税につきましては、平成２７年度税制改正において税額の

改正が行われ、軽乗用７２００円が１万８００円に改正される等、各車種の税額が増税と

なり、さらに登録１３年を経過した軽自動車税については、新税額に２０％を課税する制

度に改定される反面、エコカー減税として新車の燃費基準により７５％から２５％の減税

措置が受けられる制度の適用があります。今回の増額は、平成２９年４月以降に登録され

た台数が増えたことによるものであります。４項 市町村たばこ税 １目 市町村たばこ税 

３０８４万５０００円。平成２９年度実績により算出した結果、前年度対比３６．１％、

８１８万８０００円の増となっております。５項 入湯税 １目 入湯税 １４１９万３００

０円。過去３年間の減少率の平均９６％で算出しております。２款 地方譲与税 １項 地方

揮発油譲与税 １目 地方揮発油譲与税 ２３５０万５０００円。揮発油譲与税の１００分の

４２に相当する額が市町村に交付されるもの。予算額は、平成２９年度決算見込額に地方

財政計画による前年対比９８％を乗じて計上してございます。１５ページに移ります。２

項 自動車重量譲与税 １目 自動車重量譲与税 ６２８２万円。自動車重量税の３分の１に

相当する額が市町村に交付されるもの。予算額は、平成２９年度決算見込額に地方財政計

画により前年対比１０４％を乗じて計上しております。３款 利子割交付金 １項 利子割交

付金 １目 利子割交付金 ７８万６０００円。都道府県に納付された利子割に相当する額に、

政令で定める率を乗じて得た額の５分の３を按分し交付されるものであります。予算額は、
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平成２９年度決算見込額に地方財政計画により前年対比８２％を乗じて計上しております。

４款 配当割交付金 １項 配当割交付金 １目 配当割交付金 ８８万５０００円。道に納入

された道民税の配当割額に、政令で定める率を乗じて得た額の５分の３を按分し交付され

るものであります。予算額は、平成２９年度決算見込額に地方財政計画により前年対比８

５％を乗じて計上しております。５款 株式等譲渡所得割交付金 １項 株式等譲渡所得割交付

金 １目 株式等譲渡所得割交付金 ９６万円。道に納入された株式譲渡所得割額に相当する額

に、政令で定める率を乗じて得た額の５分の３を按分し交付されるものです。予算額は、

平成２９年度決算見込額に地方財政計画により前年対比１６０％を乗じて計上しておりま

す。１６ページに移ります。６款 地方消費税交付金 １項 地方消費税交付金 １目 地方消

費税交付金 １億３５７万８０００円。消費税は、国６．３％、地方１．７％で徴収され、

地方分の２分の１が都道府県、残りの２分の１が市町村に人口と消費額の割合で交付され

るものであります。予算額は、平成２９年度決算見込額に地方財政計画により前年対比９

８％を乗じて計上しております。７款 自動車取得税交付金 １項 自動車取得税交付金 １

目 自動車取得税交付金 ２３２７万円。道に納付された自動車取得税の６６．５％が交付

されるもので、２分の１を市町村の道路の延長で、残り２分の１が面積割で按分して交付

されるものであります。予算額は、平成２９年度決算見込額に地方財政計画により前年対

比１２６％を乗じて計上しております。８款 地方特例交付金 １項 地方特例交付金 １目 

地方特例交付金 ２６１万８０００円。平成１１年度、恒久的な減税の実施に際し、地方税

の減収額の一部を補填するために創設されたものでありまして、予算額は、平成２９年度

決算見込額に地方財政計画により前年度対比１１６％を乗じて計上しております。９款 地

方交付税 １項 地方交付税 １目 地方交付税 ２６４万３０００円。町税の増収及び起債償

還額の減少を見込みながらも、昨年度交付された実績を考慮し、前年度対比０．２％増で

見込んでおります。１７ページに移ります。１０款 交通安全対策特別交付金 １項 交通安全対

策特別交付金 １目 交通安全対策特別交付金 １１５万円。道路交通法の反則金の収入相当額等

から取扱い手数料等を控除した額を地方公共団体における道路交通安全施設の設置及び管

理に要する経費に充てるために、国から地方公共団体に対し交付されるもの。予算額は、

平成２９年度決算見込額同額を計上しております。１１款 分担金及び負担金 １項 負担金  

１目 民生費負担金 １６９万６０００円。日高町の養護老人ホーム入所者の個人負担金及

びこども発達支援センターあおぞらにおける児童デイサービスを利用する日高町の負担金。

２目 教育費負担金 ２１１７万円。認定こども園に係る保育料及び預かり保育料。１２款 

使用料及び手数料 １項 使用料 １目 総務使用料 ４４万８０００円。有償旅客自動車運送

事業運賃は、西新冠地区予約運行方式運営事業及び新冠町コミュニティーバス運営事業に

係る利用者運賃。２目 民生使用料 ２５２万６０００円。生活館使用料１７万９０００円

は、生活館１１施設に係る使用料及び集会施設使用料３５万円は、本町多目的交流センタ

ー他１６施設に係る使用料。高齢者共同生活施設居室使用料１２３万２０００円は、あい

あい荘に入居する１５名の居室使用料。老人憩の家入浴施設使用料７６万５０００円は、
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憩の家の風呂を利用する方の入浴料で、１人１００円を徴収しております。３目 衛生使用

料 ６２万７０００円。主に火葬場使用料。１８ページに移ります。４目 農林水産業使用

料 １０９３万９０００円。１節 牧野使用料 ８９５万８０００円は、町有牧野使用料で乳

用種２１０頭、肉用種３０頭を見込んでおります。２節 林業使用料 １９８万１０００円

は、判官舘森林公園のバンガロー及びテントの使用料。５目 商工使用料 ２８０万４００

０円。道の駅の民間店舗に係る施設使用料及び西泊津ヒルズパークゴルフ場使用料を計上。

６目 土木使用料 ６８８５万２０００円。１節 土木使用料 １８０万４０００円は、町道

占用料及び河川敷地に係る使用料。２節 住宅使用料 ６７０４万８０００円は、公営住宅

及び駐車場使用料であります。７目 教育使用料 ４１２万１０００円。各施設とも平成２

９年実績見込みにより計上しております。１９ページに移ります。２項 手数料 １目 総務

手数料 ３２６万円。主に、戸籍及び住民登録関係手数料並びに諸証明手数料。２目 民生

手数料 ３４４万９０００円。ふれあい夕食に係る利用者の負担分。３目 衛生手数料 １４

８６万１０００円。１節 環境衛生手数料 ２２万４０００円は、狂犬病予防注射済票交付

手数料として３２６頭分の１７万９０００円。犬の登録手数料として１５頭分の４万５０

００円を計上しております。２節 清掃手数料 １４６３万７０００円は、主に小動物焼却

手数料として４１０頭１９１万円。ゴミ収集運搬手数料として、燃やせるゴミ他１万６６

６７袋分の１２６８万５０００円を計上しております。４目 農林水産業手数料 １９万６

０００円。その他各種証明手数料３万６０００円は耕作証明等の手数料。５目 土木手数料 

１０００円。地籍図及び地籍簿等の閲覧及び交付手数料であります。２０ページに移りま

す。１３款 国庫支出金 １項 国庫負担金 １目 民生費国庫負担金 １億８６２４万９００

０円。１節 社会福祉費国庫負担金 １億３１７３万５０００円。国民健康保険基盤安定費

負担金８０３万７０００円は、国保税の軽減分について一般会計からの繰り入れに対し、

保険者支援分として繰入額の２分の１を国が負担するもの。自立支援医療費更正医療負担

金１０４０万５０００円は、障害者の社会活動への参加を援助するために行われる医療で、

人工透析や腎臓、肝臓機能障害ほか７項目の障害種別に係る医療が対象となり、対象経費

の２分の１を国が負担するもの。介護給付・訓練等給付費負担金１億１９３万８０００円

は、障害者自立支援法に基づいて提供される障害者福祉サービスに係る国庫負担金で、利

用者負担額を除いた額に２分の１を国が負担するもの。障害児通所給付費等負担金８６０

万４０００円は、静内ペテカリが行う障害児通所支援事業に係る国庫負担金で、２分の１

を国が負担するもの。２節 児童福祉費国庫負担金 ５４５１万４０００円。児童手当国庫

負担金５２７２万８０００円は、児童手当に係る国庫負担金。施設型給付費国庫負担金１

７８万６０００円は、静内幼稚園、マーガレット認定こども園等に通う保護者に対して施

設型給付費として町が負担しますが、これに対する国庫負担金であります。２目 衛生費国

庫負担金 ８万７０００円。感染症予防事業費等国庫負担金は、乳がん、子宮がん検診に係

る国庫負担金。２項 国庫補助金 １目 総務費国庫補助金 １２４６万６０００円。１節 企

画費国庫補助金 １１８９万７０００円。地域内公共交通確保維持改善事業補助金３８９万
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７０００円は、西新冠地区予約運行方式運営事業に対する国庫補助金。二酸化炭素排出抑

制対策事業費等補助金８００万円は、街路等のＬＥＤ化を促進するための調査委託料に対

し１００％国から補助されるものであります。２節 戸籍住民基本台帳費国庫補助金 ５６

万９０００円は、地方公共団体情報システム機構が行う番号カード交付事務に対する国庫

補助金。２目 民生費国庫補助金 ５４８万９０００円。１節 社会福祉費国庫補助金 １５

３万９０００円。地域生活支援事業費等補助金１２７万円は、障害児・障害者における日

常生活用具給付事業他５事業に対する国庫補助金。年金生活者支援給付金支給準備市町村

事務取扱交付金２６万９０００円は、平成３１年度の消費税率の引き上げ時に実施される

福祉的な給付措置に対応するためのシステム改修に係る費用に対し１００％補助されるも

の。２１ページに移ります。２節 児童福祉費国庫補助金 ３９５万円。子ども・子育て支

援交付金３８９万３０００円は、支援センターが実施する地域子育て支援拠点事業・一時

預かり事業等に対する国庫補助金。３目 衛生費国庫補助金 ９７万円。合併処理浄化槽設

置に対する国庫補助金で、補助率は３分の１、７基分を見込んでおります。４目 土木費国

庫補助金 ７８２５万８０００円。１節 道路橋梁費国庫補助金 ６４２２万１０００円。防

災・安全社会資本整備交付金５０７７万２０００円は、橋梁長寿命化修繕工事に対する補

助金。社会資本整備総合交付金１３４４万９０００円は、町民センター裏のメロディー大

橋から、ゆうあい天馬までの堤防の新冠市街地線１号支線に係る改良工事に対し６４．３

５％が補助されるもの。２節 住宅費国庫補助金 １４０３万７０００円は、住宅リフォー

ム助成金、汐見団地移転費助成、節婦ふれあいタウン改修工事等に係る国庫補助金。   

５目 教育費国庫補助金 ２２３万３０００円。１節 小学校費国庫補助金 ６万３０００円

及び ２節 中学校費国庫補助金 ６万６０００円の中で、就学援助費及び特別支援教育就学

奨励費補助金は、要保護児童生徒に対する修学旅行費及び特別教育就学奨励費に対し２分

の１の国庫補助があるもの。また、へき地児童生徒援助費補助金は、小・中ともに１年生

を対象とする心臓健診に係る国庫補助金。３節 教育総務費国庫補助金 ２１０万４０００

円は、スクールバスの更新に対する国庫補助で対象経費の２分の１が補助されるもの。３

項 国庫委託金 １目 総務費国庫委託金 １９万１０００円。中長期在留者住居地届出等事

務委託費交付金１７万３０００円は、在留外国人の届出等に係る事務費として届出件数の

実績により交付されるもの。２目 民生費国庫委託金 ２３３万３０００円。１節 社会福祉

費国庫委託金 ２３２万４０００円は、年金業務の窓口受付け相談業務等の事務費交付金及

び協力・連携に係る経費として交付されもの。２節 児童福祉費国庫委託金 ９０００円は、特

別児童扶養手当受給者５名に対し、１人あたり１８１５円が交付されるものであります。２２ペー

ジに移ります。１４款 道支出金 １項 道負担金 １目 民生費道負担金 １億１３６１万８

０００円。１節 社会福祉費道負担金 １億１１３万９０００円。国民健康保険基盤安定費

負担金２３０３万円は、国保税の軽減分について一般会計からの繰り入れに対し、保険者

支援分として繰入額の４分の１を、また保険税軽減分として４分の３を道が負担するもの。

自立支援医療費更正医療負担金５２０万２０００円は、障害者の社会活動への参加を援助
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するために行われる医療に対し、対象経費の４分の１を道が負担するもの。介護給付・訓

練等給付費負担金５０９６万９０００円は、障害者自立支援法に基づいて提供される障害

者福祉サービスに係る負担金で、４分の１を道が負担するもの。後期高齢者医療基盤安定

費負担金１６２６万２０００円は、保険料の軽減分について一般会計からの繰り入れに対

し、繰入額の４分の３を道が負担するもの。障害児通所給付費等負担金４３０万２０００

円は、静内ペテカリの行う障害児通所支援事業に対し、４分の１を道が負担するもの。２

節 児童福祉費道負担金 １２４７万９０００円は、主に児童手当に係る道負担金です。２

項 道補助金 １目 総務費道補助金 ７２７万６０００円。民有林造林事業費補助金は、町

有林の除伐や間伐、人工造林及び下刈に対する道補助金です。２目 民生費道補助金 ２６

１８万２０００円。１節 社会福祉費道補助金 １８８０万３０００円。地域生活支援事業

費等補助金６３万５０００円は、コミュニケーション支援、移動支援、日中一時支援、日

常生活用具給付事業、障害者の移送サービス事業に対する道補助金で、補助率４分の１。

民生委員活動費補助金１２３万９０００円は、単価５万９０００円で、２１名分が交付さ

れるもの。重度心身障害者医療給付事業費補助金６０４万６０００円。ひとり親家庭等医

療給付事業費補助金１１１万７０００円。２３ページに移ります。子ども医療給付事業費

補助金３６２万１０００円は、それぞれに要した医療費から、一部負担金等を差し引いた

経費の２分の１が補助されるもの。生活館運営費補助金４５９万６０００円は、運営費の

内、需用費・役務費等補助対象経費の４分の３が補助されるものであります。２節 児童福

祉費道補助金 ７３７万９０００円。施設型給付費道負担金１４８万３０００円は、私立幼

稚園等に対し、教育・保育の費用を町が負担しますが、これに対する道負担金であります。

子ども・子育て支援交付金３８９万３０００円は、支援センターが実施する地域子育て支

援拠点事業・一時預かり事業等に対する道補助金であります。３目 衛生費道補助金 １０

２万２０００円。健康増進事業費補助金７２万２０００円は、健康相談・健康教育他６事

業に対する道補助金であります。妊産婦安心出産支援事業費道補助金３０万円は、妊婦健

診交通費助成金及び出産時宿泊費助成金に対し補助されるもので、医療機関までの距離及

び宿泊回数による補助基準額により算出。４目 農林水産業費道補助金 ５８４４万２００

０円。１節 農業費道補助金 ３００７万５０００円。農業委員会等活動促進事業費交付金

３２０万６０００円は、農業委員会の事務の円滑な処理を遂行するための補助金。多面的機

能支払事業補助金５８０万４０００円は、組織をつくり地域内の農業者が共同で農業・農村の

機能維持に取り組む活動を支援するもので、現在、比宇川流域環境保全会と里平地区・水・環

境保全会が対象となっております。経営所得安定対策推進事業補助金１１３万４０００円は、

申請書受け付け等を新冠町農業再生協議会が行いますが、その事務経費に対し全額補助さ

れるもの。農業次世代人材投資事業道補助金１２００万円は、新規就農者で、就農後５年

以内の経営の安定確保を図ることを目的に給付金が給付されますが、歳出同額道から補助

されるもの。昨年度まで青年就農交付金から名称変更となったものであります。２節 林業

費道補助金 ２８２４万３０００円。未来につなぐ森づくり推進事業補助金９４万９０００
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円は、民有林振興対策事業に対する道補助で、人工造林８.１ヘクタールに対し、総事業費

の１６％が補助されるもの。小規模治山事業補助金１０７１万４０００円は、里平・富居

の沢小規模治山工事に係る道補助金。鳥獣被害防止総合対策事業補助金１６５８万円は、

有害鳥獣駆除対策事業に係る経費としてクマ・シカ８０００円、アライグマ１０００円が

補助されるものであります。５目 教育費道補助金 １４０万７０００円。放課後こどもプ

ラン補助金は、町民センター及び朝日小学校で実施している放課後子ども教室に係る道補

助金。２４ページに移ります。３項 道委託金 １目 総務費道委託金 ８６８万円。１節 総

務管理費道委託金 ６万円は、国土利用計画法に基づく事業経費に充てるため、予算の範囲

内で交付されるもの。２節 徴税費道委託金 ８０３万３０００円は、個人道民税の徴収に

伴うもの。３節 戸籍住民基本台帳費道委託金 ６万７０００円は、パスポート発給事務に

係る道委託金。４節 統計調査費道委託金 ５２万円は、漁業センサス他５統計調査に係る

ものであります。２目 衛生費道委託金 ８万２０００円は、主に浄化槽設置届出書の受理

及び使用開始報告書の作成提出に係る事務費交付金。３目 農林水産業費道委託金 １０９

万４０００円。１節 農業費道委託金 ５７万４０００円。道営土地改良事業監督等補助業

務委託金１６万４０００円は、道営事業で実施される芽呂地区農道保全対策事業及び美宇

地区単独営農用水事業に係る監督等補助業務に対する委託金。新冠地区地すべり防止区域

点検業務委託金３５万９０００円は、西泊津、泉、太陽１、２地区に係るもの。２節 林業

費道委託金 ４５万円は、道の権限移譲事務交付金。３節 水産業費道委託金 ７万円は、漁

港利用料徴収事務委託金であります。４目 商工費道委託金 ２０００円は、知事が行う事

務のうち、商工会の決算関係書類の受理の事務について、道から権限移譲がなされており

係る事務費の委託金。５目 土木費道委託金 ９６万円は、樋門樋管３９基に係る管理委託

金。６目 消防費道委託金 ４８万２０００円は、新栄のヘリポート給油施設管理委託料で

あります。２５ページに移ります。１５款 財産収入 １項 財産運用収入 １目 財産貸付収

入 １２９４万１０００円。１節 土地・建物貸付収入 １２９４万円。移住促進住宅貸付収

入は、北星町のナナカマド７戸の住宅料。農業支援員住宅貸付収入は、旧太陽小学校教員

住宅に係るもので１棟分計上。２目 利子及び配当金 １６９万４０００円は、配当金及び

各基金の利子を計上しております。２項 財産売払収入 １目 物品売払収入 ６４１４万４

０００円。町有牛売払収入５１３１万１０００円は、肥育牛他５９頭の売払い収入。立木

売払収入１１１５万８０００円は、岩清水地区他町有林の間伐材・立木売払い収入。町有

牛優良受精卵売払収入１３３万９０００円は、町の所有する優良受精卵を和牛改良組合へ

提供し、優良繁殖牝牛の自家保留を推進するものであります。２目 不動産売払い収入 ７

６万６０００円は、現在営農のため賃貸している町有地１万２７５１平米を営農者に売却

するもの。２６ページに移ります。１６款 寄付金 １項 寄付金 １目 一般寄附金 １００

０円は、科目存置。２目 指定寄附金 １０００万円は、ふるさと納税に係る寄附金であり

ます。１７款 繰入金 １項 基金繰入金 １目 ふるさとづくり基金繰入金 ３９５３万３０

００円。平成２９年度に寄付のありました、特典付ふるさと納税の積立金１７５６万７０
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００円、一般寄付２１７万円を歳出の各事業に充当すべく繰り入れております。その他の

繰り入れとして、野菜促成栽培施設整備事業補助金３１２万円、漁業者漁具整備事業補助

金１５０万円、奨学金貸付事業１６１７万６０００円を繰り入れております。２目 減債基

金繰入金 ２０４５万５０００円は、公債費のうち公有林整備事業債に係る元利償還金相当

額を繰り入れるもの。財政調整基金繰入金 １億５７００万円は、歳出の財源調整のため繰

り入れております。１８款 繰越金 １項 繰越金 １目 繰越金 ３０００万円は、前年度と

同額を計上しております。２７ページに移ります。１９款 諸収入 １項 延滞金加算金及び

過料は、それぞれ科目存置。２項 預金利子 １目 預金利子 １５万円は、平成２９年度実

績見込額を計上しております。３項 貸付金元利収入 １目 アイヌ住宅改良等資金貸付金元

利収入 １４４万８０００円は、継続償還者４名に係る元利収入。２目 北海道労働金庫貸

付金元金収入 ５００万円。勤労者の福利厚生及び生活安定のため、労金に５００万円貸付

けをし、さらに労金が１５０万円上乗せし６５０万円で融資を行っているもので、係る貸

付金を収入するもの。３目 法外援護資金貸付金収入 １２０万円。社会福祉協議会が行っ

ている生活困窮者に対する生活資金の貸付制度に対し、その原資の一部として１２０万円

を町が社会福祉協議会に貸し付けしているもので、係る貸付金を収入するもの。４目 農業

振興資金貸付金収入 ６００万円。平成２７年ピーマン選果施設整備時に貸付した９０００

万円に対する償還金６００万円を計上しております。５目 奨学金貸付金元金収入 ６５２

万７０００円は、奨学金貸付者延べ３４名に係る元金収入。２８ページに移ります。４項 雑

入 １目 から ３目 までは、科目存置。４目 宝くじ交付金収入 １９２万６０００円は、

北海道市町村振興協会より均等割及び人口割により算定され額が交付されるもの。５目 雑

入 ５８４９万７０００円。主なものといたしまして、高額療養費立替分３２８万９０００

円は、重度心身障害者医療、ひとり親家庭等医療、こども医療に係る高額療養費の立替分。

高齢者共同生活施設個人負担金６９８万円は、あいあい荘入居者の給食費及び光熱水費の個人

負担分。２９ページに移ります。新冠町子ども発達支援センター構成町負担金６５８万４００

０円は、あおぞらの運営費に対する日高町の負担金。障害児通所支援事業給付費収入１６５

６万６０００円は、あおぞらに係る障害児通所支援給付費収入。介護予防サービス計画費

３９８万１０００円は、要介護認定において要支援１または２の判定を受け、予防サービ

ス計画の作成や家庭訪問等を行う事業を利用する方の自己負担金。営農対策協力金１００

万円は、町が行う有害鳥獣駆除に対し、新冠町農協が協力金として町に支出しているもの。

西新冠地区予約運行方式運営事業負担金２０５万３０００円は、デマンドバス運行に係る

日高町の負担金。新冠町家畜自衛防疫組合事務取扱負担金１７０万円は、自防組合の事務

局を町が受託するにあたり、臨時職員の賃金、社会保険、雇用保険の８割程度を負担いた

だくものであります。５項 受託事業収入 １目 受託事業収入 ５５５９万円。介護予防地

域支援事業受託事業収入３００４万円は、広域連合から委託される地域支援事業に係る受

託事業収入。後期高齢者医療広域連合受託事業収入９６万３０００円は、広域連合が本来

実施すべき肺がん・大腸がん等の健康診査を町が実施していることに対する収入。和牛セ
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ンター預託料１８５８万７０００円は、年間延べ２万６７４５頭に係る預託料を計上して

おります。３０ページに移ります。２０款 町債 １項 町債 １目 総務債 から ５目 臨時

財政対策債 までの各起債につきましては、８ページ、第３表 地方債で説明いたしました

ので省略をさせて頂きます。以上が、議案第１５号 平成３０年度新冠町一般会計予算の

提案内容でございます。ご審議を賜り、原案どおりご決定いただきますようよろしくお願

い申し上げます。 

○議長（芳住革二君） どうもご苦労さまでした。提案理由の説明が終わりました。暫時

休憩いたします。再開は１５時２５分といたします。 

 

（１５時１１分） 

（１５時２５分） 
 
○議長（芳住革二君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 
   ◎日程第４ 議案第１６号 平成３０年度新冠町簡易水道事業特別会計予算 

    日程第５ 議案第１７号 平成３０年度新冠町下水道事業 特別会計予算 
○議長（芳住革二君） 日程第４ 議案第１６号 平成３０年度新冠町簡易水道事業特別

会計予算 日程第５ 議案第１７号 平成３０年度新冠町下水道事業特別会計予算 以上

２件を一括議題といたします。提案理由の説明を求めます。関口建設水道課長。 

○建設水道課長（関口英一君） １１９ページをお開き願います。議案第１６号 平成３

０年度新冠町簡易水道事業特別会計予算について、提案理由の説明を申し上げます。平成

３０年度新冠町簡易水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによるものでございま

す。歳入歳出予算 第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２億２０７６万３

０００円に定めようとするものです。第２項 歳入歳出予算の款、項の区分及び当該区分

ごとの金額は、第１表 歳入歳出予算によるものです。一時借入金 第２条 地方自治法

第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１億円と定めるもの

です。事項別明細書の歳出から説明いたします。なお、お手元の配布資料として予算説明

資料、委託料一覧表及び工事請負費一覧表は、後ほどご覧いただくことでよろしくお願い

いたします。１２６ページをお開き願います。３ 歳出 １款 総務費 １項 総務管理費 １

目 一般管理費 ２９４０万円。職員の人件費及び通常に係わる事務的経費等を計上してお

ります。以下、節に関しましては主なものについて説明させていただきます。１１節 需用

費 １１１万円。主に、印刷製本費４８万円は、予算製本費、決算書製本費、収納電算、帳

票等に係る費用を計上しております。燃料費１９万９０００円は、公用車の燃料費に係る

費用を計上しております。修繕料２０万７０００円は、公用車の整備料に係る費用を計上

しております。１２節 役務費 ７８万８０００円。手数料４２万２０００円は、主に口座

振替手数料を計上しております。保険料３６万６０００円は、自動車自賠責、建物火災等
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の保険料を計上しております。１３節 委託料 ８５４万７０００円。検針等業務委託料は、

簡易水道事業区域の合計約２４９０件に係る検針等の委託料。電算システム機器保守委託

料は、料金システムの機器保守で、システム機器保守稼働維持支援に係る機器、検針機、

光通信ユニット、プリンター等の委託料を計上しております。１４節 使用料及び賃借料 ４

１万１０００円。水道事業に係る土地の借上げ料を計上しております。１７節 公有財産購

入費 １３万６０００円。畑地帯総合整備事業、単独営農用水、美宇地区事業に伴う芽呂配

水管埋設用敷地取得費を計上しております。１２７ページに移ります。１８節 備品購入費 

１０３万２０００円。上下水道料金システム購入費は、平成２８年度導入の上下水道料金

システム購入費用の平成３０年度償還分を計上しております。１９節 負担金補助及び交付

金 ９５万７０００円。主に職員退職手当組合負担金８５万６０００円は、一般職員１名分

を計上しております。２７節 公課費 ８１６万円。主に消費税納付金８１５万３０００は、

平成２９年度の中間納付２３４万５０００円と、精算納付分１５２万７０００円と、平成

３０年度の中間納付４２８万１０００円を計上しております。１２８ページに移ります。

２款 施設費 １項 施設費 １目 維持費 ６３４０万７０００円。水道施設等に係る維持管

理的経費でございます。１１節 需用費 ２９４９万８０００円。消耗品１７８万８０００

円は、各水道施設の滅菌用塩素ほか水処理用薬品代。光熱水費２４６４万８０００円及び

修繕料３００万円は、水道施設に係る電気料及び修繕費を計上しております。１２節 役務

費 ３４２万５０００円。通信運搬費１９５万６０００円は、電話料及び専用回線使用料２

９回線分です。施設維持手数料１４６万９０００円は、施設維持のための太陽浄水場、芽

呂浄水場のろ過砂かき取り及び目詰り防止シートの清掃等を計上しております。１３節 委

託料 １６３５万４０００円。新冠節婦地区管路図面作成業務委託料は、水道管路台帳シス

テム構築及び保守業務委託に係る委託料。新冠簡易水道配水管漏水調査委託料は、漏水調

査延長１６キロ及び路面音調調査等に係る委託料。本年度は、新冠市街地及び朝日、緑丘

を予定しております。施設維持管理業務委託料は、中央監視装置保守点検業務委託料、簡

易水道計装機器点検業務委託料、共栄浄水場膜ろ過装置洗浄業務委託料に係る経常的な委

託料です。水質検査業務委託料は、各浄水場の浄水、原水の水質検査に係る委託料。電気

設備保安等業務委託料は、新冠浄水場外１２施設分の非常用発電機の保安及び整備による

オイル交換、バッテリー交換等に係る委託料。消防設備等保守点検委託料は、新冠浄水場

外１３施設分の消火器３３本及び誘導灯３４本の機能点検及び総合点検に係る委託料。１

５節 工事請負費 ８７２万７０００円。メーター器交換取付工事は、検定有効期間満了に

伴うメーター器の取換工事を行うものです。消火栓更新工事は、消火栓の老朽化が著しく

交換部品も製造していないため、消火栓を毎年２基ずつ更新を行うものです。水道施設ポ

ンプ分解整備工事は、共栄浄水場取水ポンプ２基と新冠浄水場次亜タンク撤去更新に係る

工事を行うものです。１６節 原材料費 ５１４万１０００円。メーター器交換材料代４３

４万３０００円は、計量法に基づき８年ごとに交換するもので、本年度交換分は２６２個

分を計上しております。施設維持管理用材料代７９万８０００円は、止水栓部品修理用メ
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ーター器１０個、計装機器部品配水管修理等の材料代を計上しております。２目 受託工事

費 ２２万２０００円。１６節 原材料費 ２２万２０００円。給水施設工事原材料は、一般

新築住宅用のメーター器１３ミリ、１５個分を計上しております。１２９ページに移りま

す。３款 公債費 １項 公債費 １目 元金。２３節 償還金利子及び割引料 １億７３６万６

０００円。長期債償還元金は、水道施設整備事業に係る長期債償還元金を計上しておりま

す。２目 利子。２３節 償還金利子及び割引料 ２０２６万８０００円。長期債償還利子は、

水道施設整備事業に係る長期債償還利子を計上しております。４款 予備費 １項 予備費 

１目 予備費 １０万円を計上しております。続きまして、歳入について説明いたしますの

で、１２４ページをお開き願います。２ 歳入 １款 使用料及び手数料 １項 使用料 １

目 水道使用料 １億５０３６万７０００円。収納率９９．８％で現年分１億５０３１万円、

滞納繰越分として５万７０００円を見込んでおります。２項 手数料 １目 水道手数料 １

５万２０００円。主に、設計審査工事検査手数料１５万円は、新築住宅等による給水工事

に係る設計検査手数料として、１５件分を見込んでおります。２款 繰入金 １項 一般会計

繰入金 １目 一般会計繰入金 ６９０２万３０００円。一般会計からの繰入金を計上してお

ります。１２５ページに移ります。３款 繰越金 １項 繰越金 １目 繰越金 １万円。前年

度繰越金を計上しております。４款 諸収入 １項 受託事業収入 １目 受託事業収入 ２２

万１０００円。給水装置工事事業収入は、一般新築住宅用のメーター器１３ミリ、１５個

分の売払い収入分を見込んでおります。２項 雑入 １目 雑入 ９９万円。消火栓管理等負

担金は、消火栓の使用に伴う例年同様の６６基の消火栓管理費分を計上しております。以

上が、議案第１６号 平成３０年度新冠町簡易水道事業特別会計予算の提案理由でござい

ます。ご審議を賜り、原案どおりご決定いただきますようよろしくお願い申し上げます。

続きまして、議案第１７号の提案理由の説明をいたしますので、１３７ページをお開き願

います。議案第１７号 平成３０年度新冠町下水道事業特別会計予算について、提案理由

の説明を申し上げます。平成３０年度新冠町下水道事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによるものです。歳入歳出予算 第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ

２億３１３８万６０００円に定めようとするものでございます。第２項 歳入歳出予算の

款、項の区分及び当該区分の金額は、第１表、歳入歳出予算によるものです。地方債 第

２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により、起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、第２表、地方債によるものでございま

す。後ほどご説明いたします。一時借入金 第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の

規定による一時借入金の借入れの最高額は５００万円と定めるものです。地方債 第２条  

地方債について説明いたしますので、１４０ページをお開き願います。第２表 地方債 本

年度地方債の借入を起こすものは下水道施設整備事業で、内容としましては東町マンホー

ルポンプ所機械・電気設備更新工事、新冠ポンプ場自動スクリーン更新工事、新冠ポンプ

場耐震補強及び外部改修工事を実施するためのものでございます。２８７０万円を限度と

して借入を起こすものです。起債の方法、利率、償還の方法は記載のとおりになっており
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ます。次に、事項別明細書の歳出から説明いたしますので、１４５ページをお開き願いま

す。なお、お手元の配布資料として予算説明資料、委託料一覧表及び工事請負費一覧表は

後ほどご覧いただくことでよろしくお願いいたします。３ 歳出 １款 下水道費 １項 下

水道費 １目 一般管理費 １２９１万２０００円。職員の人件費及び通常に係る事務的経費

等でございます。以下、節に関しましては、主なものについて説明させていただきます。

１１節 需用費 ５５万２０００円。主に印刷製本費２２万５０００円は、予算製本費、決

算書製本費に係る費用を計上しております。燃料費１６万７０００円は、公用車の燃料費

に係る費用を計上しております。修繕料１０万円は、公用車の整備料に係る費用を計上し

ております。１２節 役務費 ２５万３０００円。手数料１８万８０００円は、主に口座振

替手数料を計上しております。保険料６万５０００円は、自動車自賠責、建物火災等の保

険料を計上しております。１３節 委託料 ３０万３０００円。電算システム機器保守委託

料は、料金システムの機器保守でシステム機器保守、稼働維持支援に係る機器、検針機、

光通信ユニット、プリンター等が対象の委託料を計上しております。１８節 備品購入費 ４

４万３０００円。上下水道料金システム購入費は、平成２８年度導入の上下水道料金シス

テム購入費用の平成３０年度償還分を計上しております。１４６ページに移ります。１９

節 負担金補助及び交付金 ９４万４０００円。主に職員退職手当組合負担金８５万３００

０円は、一般職員１名分を計上しております。２７節 公課費 １０４万７０００円。主に

消費税納付金１００万９０００円は、平成２９年度の清算納付分４９万６０００円と平成

３０年度の中間納付分５１万３０００円を計上しております。２目 施設管理費 ５０２６

万３０００円。ポンプ場管渠マンホールポンプ等に係る維持管理的経費でございます。１

１節 需用費 ６４９万円。消耗品費２２万２０００円は、公共汚水桝内蓋３０個分の購入

分、新冠ポンプ場及びマンホールポンプ所の管理用消耗品の費用を計上しております。光

熱水費５２６万８０００円は、新冠ポンプ場及びマンホールポンプ所の施設電気料を計上

しております。修繕料１００万円は、緊急時の管渠等の補修及び清掃等の修繕、マンホー

ルポンプのポンプ分解整備時の修繕料を計上しております。１２節 役務費 ６６万３００

０円。通信運搬費６３万６０００円は、電話回線料、専用回線、一般回線、マンホールポ

ンプ警報装置の全２１回線分でございます。保険料２万７０００円は建物共済分担金で、

新冠ポンプ場、同施設収容品、機械電気設備などでございます。１３節 委託料 １１７２

万円。管路施設維持管理業務委託料は、布設及び清掃後５年以上経過した管渠を対象に点

検調査と清掃業務の委託料。ポンプ場管理業務委託料は、新冠ポンプ場における週２回の

点検、内１回は清掃を含み、し査は随時搬出するものであります。マンホールポンプ場１

８箇所は、週１回の点検、清掃、オイル交換は年１回の交換に係る委託料。消防設備等保

守点検委託料は、新冠ポンプ場消火器及び誘導灯の点検で消火器３本、誘導灯４本の機能

点検及び総合点検に係る委託料。１４節 使用料及び賃借料 １５万２０００円。警報シス

テム使用料１３万円は、ポンプ場及びマンホールポンプ所１１箇所分の警報伝送用システ

ムの使用料。１５節 工事請負費 ６０８万１０００円。汚水ポンプ分解整備工事は、平成
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１７年度より年次計画にて実施しており、分解整備工事を行うものです。本年度は節婦ナ

ンバー１マンホール２基、節婦ナンバー２マンホール２基を予定しております。１９節 負

担金補助及び交付金 ２５１５万７０００円。下水道事業維持管理費負担金は、施設の使用

に関する協定書第５条に基づく新ひだか町静内終末処理場に係る維持管理負担金でござい

ます。１４７ページに移ります。３目 下水道建設費 ８９８０万９０００円。１３節 委託

料 ４２３万４０００円。調査設計委託料は、新冠町下水道ストックマネジメント基本計画

策定の２年目の業務の委託料です。１５節 工事請負費 ６７８６万８０００円。汚水幹線

工事としましては東町マンホールポンプ所機械・電気設備更新工事で、汚水ポンプ２基、

制御盤等の更新です。新冠ポンプ場自動スクリーン更新工事で、汚水流入口の遺物等の除

去装置の改築。新冠ポンプ場耐震補強及び外部改修工事で、平成２５年度に耐震診断を行

い、下水道施設としての耐震性能がＮＧであったために建築物の補強工事を行うものであ

ります。併せて建設より２０年経過しているため、外部周りの劣化も生じていることから

外部の改修工事を行うものであります。汚水枝線工事としまして、公共汚水桝設置工事で

１箇所分を計上しております。１９節 負担金補助及び交付金 １７７０万７０００円。下

水道事業建設費負担金は、施設の使用に関する協定書第５条に基づく新ひだか町静内終末

処理場、木場町ポンプ場汚水流末幹線等の過年度建設費の起債、元利、償還額に対しての

負担率に基づき支払うものでございます。２款 公債費 １項 公債費 １目 元金。２３節 償

還金利子及び割引料 ６３７８万１０００円。長期債償還元金は、下水道施設整備事業に係

る長期債償還元金を計上しております。２目 利子。２３節 償還金利子及び割引料 １４５

２万１０００円。長期債償還利子は、下水道施設整備事業に係る長期債償還利子を計上し

ております。３款 予備費 １項 予備費 １目 予備費 １０万円を計上しております。続き

まして、歳入について説明申し上げますので、１４３ページをお開き願います。２ 歳入 

１款 使用料及び手数料 １項 使用料 １目 下水道使用料 ４６００万円。１節 下水道使用

料 ４２７５万２０００円。収納率９９．８％で現年分４２７２万５０００円、滞納繰越分

として２万７０００円を見込んでございます。２節 施設使用料 ３２４万８０００円。収

納率９９．８％で現年分３２４万７０００円、滞納繰越分として１０００円を見込んでご

ざいます。２項 手数料 １目 下水道手数料 １万３０００円。確認検査手数料１万円は、

４件分を見込んでおります。排水設備工事責任技術者登録手数料３０００円は、４名分の

登録を見込んでおります。２款 国庫支出金 １項 国庫補助金 １目 下水道費国庫補助金 

３５９０万円。社会資本整備総合交付金は、新冠町下水道ストックマネジメント基本計画

策定業務、東町マンホールポンプ所機械・電気設備更新工事、新冠ポンプ場自動スクリー

ン更新工事、新冠ポンプ場耐震補強及び外部改修工事に対する補助金で、国費率は５０％

でございます。１４４ページに移ります。３款 繰入金 １項 一般会計繰入金 １目 一般会

計繰入金 １億２０７６万３０００円。一般会計からの繰入金を計上しております。４款 繰

越金 １項 繰越金 １目 繰越金 １万円。前年度繰越金を計上しております。５款 町債 １

項 町債 １目 下水道債 ２８７０万円。下水道施設整備事業債は、１４０ページ第２表 地
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方債で説明いたしましたので省略させていただきます。以上が、議案第１７号 平成３０

年度新冠町下水道事業特別会計予算の提案理由でございます。ご審議を賜り、原案どおり

ご決定いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（芳住革二君） 提案理由の説明が終わりました。 

 
   ◎日程第６ 議案第１８号 平成３０年度新冠町国民健康保険特別会計事業勘定予 

                算 

    日程第７ 議案第１９号 平成３０年度新冠町後期高齢者医療特別会計予算 

○議長（芳住革二君） 日程第６ 議案第１８号 平成３０年度新冠町国民健康保険特別

会計事業勘定予算 日程第７ 議案第１９号 平成３０年度新冠町後期高齢者医療特別会

計予算 以上２件を一括議題といたします。提案理由の説明を求めます。鷹觜保健福祉課

長。 

○保健福祉課長（鷹觜寧君） 議案第１８号 平成３０年度新冠町国民健康保険特別会計

事業勘定予算について、提案理由を説明いたします。平成３０年度新冠町国民健康保険特

別会計事業勘定の予算を次のとおり定めようとするものです。歳入歳出予算 第１条 歳

入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ７億８２６２万３０００円と定めるものです。第２

項 歳入歳出予算の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は第１表 歳入歳出予算による

ものとします。一時借入金 第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時

借入金の借り入れの最高額は５００万円と定めるものです。歳出予算の流用 第３条 地

方自治法第２２０条第２項ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用

することができる場合は次のとおり定めます。１ 保険給付費の各項に計上した予算額に

過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項款の流用とします。この度

の当初予算におきましては、国保制度改革により北海道とともに国保運営を担うこととな

りましたことから、予算科目の新設、廃止を行っております。それでは事項別明細書の歳

出から説明いたしますので、１６７ページをお開きください。１款 総務費 １項 総務管理

費 １目 一般管理費 １６４万３０００円の計上は、町国保会計におきます事務費の予算で

あります。前年比較９２５万７０００円減少の主な原因は、平成３０年度からの国保都道

県化に伴う共通のシステム導入予算を前年度計上していたものでございます。２目 連合会

負担金 ３９５万円は、国保連合会の運営に係る構成保険者の負担金であります。こちらも

前年比較８１万１０００円の減少は、１目と同様にシステム導入に係る負担を前年度計上

していたものです。２項 １目 運営協議会費 ２５万３０００円の計上は、町国保運営協議

会に係る経費で、３０年度は２回の開催予定しております。１節 報酬 １６万２０００円

は、国保運営委員９名の内、診療所所長を除く８名分の報酬であります。次ページをお開

き下さい。３項 １目 趣旨普及費 １６万８０００円は、被保険者に国民健康保険制度の内

容等について、普及啓蒙を図るためのパンフレット等の消耗品に係る経費であります。２

款 保険給付費 でございますが、平成３０年度から保険給付については北海道からの交付
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金により賄われることとなりますので歳入予算において同額を計上しております。１項  

療養諸費 １目 一般被保険者療養給付費 ４億９３０万６０００円につきましては、０歳か

ら７４歳までの被保険者の年間平均数を１６６３名とし、１人あたり医療費は２４万６１

２５円で過去５年平均により算出しております。２目 退職被保険者等療養給付費 １１０

万５０００円は、退職医療制度廃止により平成２６年度より新規適用はしておりませんの

で、現在の被保険者数から４名とし、平成２９年度１人あたり医療費実績見込み額の２７

万６０００円を乗じて積算しております。３目 一般被保険者療養費 ４８８万８０００円

及び ４目 退職被保険者等療養費 ２万円は、柔道整復施術料や補装具の給付に係るもので、

過去５年間の平均により算出しております。５目 審査支払手数料 １２６万７０００円は、

レセプト審査及び支払事務手数料に係る費用について計上しております。次のページをご

覧ください。２項 高額療養費 １目 一般被保険者高額療養費 ５５９８万６０００円は、 

過去５年間の平均により算出しております。２目 退職被保険者等高額療養費 ４０万６０

００円は、平成２９年度決算見込み額から算出しております。３目 一般被保険者高額介護

合算療養費 ２０万円及び ４目 退職被保険者等高額介護合算療養費 １０万円。医療と介

護費用の１年間の自己負担額を合算し、限度額を超えた場合に支給されるもので前年度と

同額を予算計上しております。３項 移送費 １目 一般被保険者移送費 １０００円及び  

２目 退職被保険者等移送費 １０００円はいずれも、科目存置の計上でございます。次ペ

ージをお開き下さい。４項 出産育児諸費 １目 出産育児一時金 ４２０万円。平成２６年

から２８年度の３年間平均の１０件分を計上しております。２目 支払手数料 ３０００円。 

１２節 役務費 の出産一時支払い手数料ですが、出産育児一時金の交付申請は医療機関が

本人に代わり国保連合会に請求できますが、その際に発生します取扱手数料分を計上して

いるものです。５項 葬祭諸費 １目 葬祭費 ３０万円ですが、出産育児一時金と同じ過去

３年間平均１０件分計上してございます。また、葬祭費は北海道の運営方針に基づき１万

円から３万円に引き上げしております。３款 国民健康保険事業費納付金 については、北

海道が算定した目的別の納付金となります。１項 医療費給付費分として １目 一般被保険

者医療給付費分 １億８８２１万８０００円。２目 退職被保険者等医療給付費分 ５１万７

０００円を計上いたします。次ページをご覧ください。２項 後期高齢者支援金等分として 

１目 一般被保険者後期高齢者支援金等分 ５８３５万８０００円及び ２目 退職被保険者

後期高齢者支援金等分 １９万円を計上いたします。３項 介護納付金分として １目 介護

納付金分 ２５４３万２０００円を計上いたします。次のページをお開き下さい。４款 共

同事業拠出金 １項 共同事業拠出金 １目 その他共同事業拠出金 １０００円につきまし

ては、平成２９年度で共同事業は終了しておりますが、精算事務等に備えて科目存置する

よう北海道より指導を受けておりますことから計上するものです。５款 １項 １目 財政安

定化基金拠出金 １０００円につきましても、科目設置する旨北海道より指導を受けている

ものです。次ページをご覧ください。６款 保健事業費 １項 特定健康診査等事業費 １目 

特定健康診査等事業費 ２８０万１０００円は、特定健診対象の４０歳以上７５歳未満の被
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保険者１１９３名のうち受診率を３６％見込み、４２９名分の健診経費に係る予算を計上

しております。なお、自己負担金として６４歳までは１０００円、６５歳以上６５０円い

ただいておりましたが本年度から無料としてございます。２項 保健事業費 １目 保健衛生

普及費 ３０７万４０００円は、レセプト点検及び医療費通知に関します経費について計上

しております。次ページをお開き下さい。７款 公債費 １項 公債費 １目 利子 １０００

円は、科目存置であります。８款 諸支出金 １項 償還金及び還付加算金 １目 一般被保険

者保険税還付金 ５０万円及び ２目 退職被保険者等保険税還付金 ５万円並びに ３目 償

還金 ３０００円。いずれも前年同額の予算としております。次ページをご覧ください。２

項 延滞金 １目 延滞金 １０００円 及び ３項 診療報酬支払基金委託金 １目 利子 １０

００円は、いずれも科目存置の予算計上であります。４項 繰出金 １目 直営診療施設勘定

繰出金 １４６７万８０００円は、道より特別調整交付金として、へき地診療所運営分とし

て交付されますが、国保会計を経由して国保診療所会計に繰り出すものでございます。次

ページをお開き下さい。９款 １項 １目 予備費 ５００万円は、前年度同額を予算計上し

てございます。これから以降の記載につきましては、国保制度改革により廃款となってい

るものでございます。続きまして、歳入のご説明をいたしますので１６１ページにお戻り

下さい。１款 国民健康保険税 １項 国民健康保険税 １目 一般被保険者国民健康保険税    

２億２３６３万９０００円及び ２目 退職被保険者等国民健康保険税 ４７万６０００円

については、医療費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分につき一般と退職者分で現年

度と滞納繰越に分けて、それぞれ節ごとに計上しておりますが、保険税現年分は収納率を

９６％見込み、滞納繰越分は収納率 1５％にて予算計上しております。次ページをお開き下

さい。２款 使用料及び手数料 １項 手数料 １目 督促手数料 １０万円は、前年度と同額

を計上しております。３款 国庫支出金 １項 国庫負担金 １目 療養給付費等負担金 １０

００円は、過年度精算分として科目存置です。国庫補助金については廃項です。次ページ

をご覧ください。４款 １項 １目 療養給付費等交付金 １０００円は、過年度精算分とし

て科目存置します。５款 前期高齢者交付金 １項 前期高齢者交付金 １目 前期高齢者交付

金 １０００円は、過年度分として科目存置でございます。６款 道支出金 １項 道負担金 

１目 保険給付費等交付金 ５億９０４万１０００円。１節 保険給付費等普通交付金 ４億

７７７８万３０００円は、歳出で計上いたしました保険給付費について全額交付されるも

のです。２節 保険給付費等特別交付金 ３１２５万８０００円は、保険者努力支援分２２

２万２０００円、特別調整交付金１７４４万９０００円、都道府県２号繰入金１０２７万

３０００円は、北海度の算定に基づく計上です。特定健康診査等負担金については、健診

費用のうち道が負担するルール分を計上してございます。次ページをお開き下さい。２項   

１目 財政安定化基金交付金 １０００円は、北海道の指導により科目設置するものです。  

道補助金は廃項です。７款 繰入金 １項 他会計繰入金 １目 一般会計繰入金 ４４２２万

５０００円。１節 保険基盤安定繰入金 は保険税軽減額分に関します一般会計からの繰入

金４１４２万３０００円はルール分の繰入です。内訳でございますが、低所得者の被保険
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者数に応じ算定した保険者へ対する支援金分として１６０７万４０００円、７割・５割・

２割軽減額に対する繰入れ分が２５３４万９０００円です。２節 その他一般会計繰入金 

のうち出産育児一時金繰入金２８０万円は、歳出で計上いたしました１０件分の出産育児

一時金４２０万円の３分の２について、ルール分として一般会計から繰り入れるものであ

ります。次ページをご覧ください。２項 基金繰入金 北海道からの指導により科目を設置

するものでございます。８款 繰越金 １項 繰越金 １目 繰越金 ５００万円は、前年度と

同額での予算計上であります。９款 諸収入 １項 延滞金加算金及び過料 １目 一般被保険

者延滞金 １０００円 及び ２目 退職被保険者等延滞金 １０００円ですが、科目存置の計

上であります。次のページをお開き下さい。２項 雑入 の １目 から ５目 までは、いず

れも科目存置及び前年同額の計上でございます。６目 の 雑入 １万１０００円のうち、  

超高額医療費共同事業交付金１０００円は、北海道の指導により計上してございます。続

きまして、議案第１９号の説明をいたしますので、１７８ページをお開き下さい。議案第

１９号 平成３０年度新冠町後期高齢者医療特別会計予算について、提案理由を説明いた

します。平成３０年度新冠町後期高齢者医療特別会計の予算を次のとおり定めようとする

ものです。歳入歳出予算 第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７４６９万

５０００円と定めるものです。第２項 歳入歳出予算の款、項の区分及び当該区分ごとの

金額は第１表 歳入歳出予算 によるものとします。一時借入金 第２条 地方自治法第

２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入額の最高額は５００万円と定めます。

それでは、事項別明細書の歳出から説明いたしますので、１８５ページをお開きください。 

１款 総務費 １項 総務管理費 １目 一般管理費 ５５万５０００円。主に町の窓口業務や

保険料徴収にかかります事務費について計上してございます。２款 １項 １目 後期高齢者

医療広域連合納付金 ７３９４万円。１９節 負担金補助及び交付金 でありますが、広域連

合通知により計上しております。事務費負担金３９６万円、保険料負担金４８２９万６０

００円、保険基盤安定分負担金２１６８万４０００円です。３款 諸支出金 １項 償還金及

び還付加算金 １目 保険料還付金 １０万円。前年度同額で予算計上しております。次のペ

ージをお開き下さい。４款 １項 １目 予備費 １０万円は、前年度と同額の計上でござい

ます。続きまして 歳入についてご説明いたしますので、１８３ページへお戻り下さい。

１款 １項 後期高齢者医療保険料 １目 特別徴収保険料 ３１３９万２０００円及び ２目  

普通徴収保険料１６９０万４０００円ですが、広域連合から通知のあった保険料額は  

４８２９万６０００円で、このうち６５％を特別徴収分と見込み、残りの３５％を普通徴

収分とし、収納率は１００％を見込み計上しております。また、滞納繰越分は科目存置と

して計上しております。２款 使用料および手数料 １項 手数料 １目 督促手数料 １００

０円は科目存置であります。３款 繰入金 １項 一般会計繰入金 １目 事務費繰入金 ４６

１万１０００円は、広域連合に納付する事務費負担金３９６万円、その他事務費の６５万

１０００円で一般会計から繰り入れるものです。２目 保険基盤安定繰入金 ２１６８万４

０００円は、広域連合から示された保険料軽減分について一般会計から繰り入れるもので
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す。次ページをお開き下さい。４款 １項 １目 繰越金 １０００円及び ５款 諸収入 １項  

延滞金加算金及び過料 １目 延滞金 １０００円は、いずれも科目存置の計上であります。

５款 ２項 償還金及び還付加算金 １目 保険料還付金 １０万円は、歳出で予算計上してお

ります還付金１０万円は、広域連合が負担するため同額を計上しております。３項 １目  

雑入 １０００円は科目存置であります。以上が、議案第１８号と第１９号の提案の理由で

ございます。ご審議を賜り、提案どおりご決定下さいますよう、よろしくお願い申し上げ

ます。 

○議長（芳住革二君） 提案理由の説明が終わりました。 

 
   ◎日程第８ 議案第２０号 平成３０年度新冠町介護サービス特別会計事業勘定予 
                算 
○議長（芳住革二君） 日程第８ 議案第２０号 平成３０年度新冠町介護サービス特別

会計事業勘定予算を議題といたします。提案理由の説明を求めます。山谷老人ホーム所長。 
○老人ホーム所長（山谷貴君） １８７ページをお開きください。議案第２０号 平成３

０年度新冠町介護サービス特別会計事業勘定予算の提案理由について、ご説明申し上げま

す。平成３０年度新冠町介護サービス特別会計事業勘定の予算を、次のとおり定めようと

するものでございます。歳入歳出予算 第１条 歳入歳出予算の総額を、歳入歳出それぞ

れ３億３５０１万円と定めようとするものでございます。第２項 歳入歳出予算の款、項

の区分及び当該区分ごとの金額は、第１表 歳入歳出予算によるものです。一時借入金 第

２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、５

００万円と定めようとするものです。事項別明細書の歳出からご説明申し上げますので、

１９５ページをお開きください。３ 歳出 １款 総務費 １項 一般管理費 １目 施設介護サ

ービス事業費 ２億９７１０万３０００円は、特別養護老人ホームの運営に係る経費でござ

います。以下、節に関しまして主なものをご説明申し上げます。２節 給料 ８２８４万円。

３節 職員手当等 ４８１２万８０００円は、一般職員２５名に係る人件費で、７節 賃金  

２４８６万７０００円は、臨時介護員等６名と代替介護員４名に係る賃金でございます。

１１節 需用費 ５４６５万４０００円は、施設の運営管理及び入所者７０名に係る経費と

なっております。１９６ページをお開きください。１２節 役務費 ２２７万円のうち、手

数料１６８万１０００円は、年１回実施しております施設内のカーテンクリーニング料、

年６回実施する給食を調理している厨房の排水管の清掃手数料、一般浴槽の循環回路高圧

洗浄手数料他７件に係る手数料及び検査料となっております。１３節 委託料 ３４３３万

円は、施設運営管理委託として４件、事務・事業委託として５件、保守・点検委託として

１０件、計１９件の業務委託に係る経費で、前年と同じ項目となっております。詳細につ

きましては、別冊の委託料一覧をご参照ください。１９７ページに移ります。１４節 使用

料及び賃借料 ３４４万３０００円で、項目及びそれぞれの金額につきましては前年と同じ

となっております。１８節 備品購入費 ６９万７０００円は、施設管理用備品として介護
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用品や生活用機器を購入するもので、エアーマット、センサーマット、家庭用洗濯機等の

購入を予定しております。１９８ページをお開きください。２目 短期入所生活介護事業費  

２１６０万６０００円は、ショートステイの運営管理に係る経費となっております。２節  

給料 ３６７万５０００円、３節 職員手当等 １７６万１０００円は、職員１名分の人件費

で、７節 賃金 ５７９万３０００円は、臨時介護員２名と代替介護員１名に係る経費とな

っております。１３節 委託料 ３１０万７０００円は、記載しております業務委託４件に

係る経費となっております。詳細は、別冊の委託料一覧をご参照ください。１９９ページ

に移ります。３目 通所介護事業費 ９７７万円で、１３節 委託料 ９６１万９０００円は、

デイサービスセンターの運営経費を指定管理料として計上しているものでございます。２

款 公債費 １項 公債費 １目 元金 ５８６万円は、２３節 償還金利子及び割引料 で、恵

寿荘の本体棟、増床棟に係る長期債償還元金で、２目 利子 ５７万１０００円は、同じく

２３節 償還金利子及び割引料 で、長期債償還利子となっております。３款 予備費 １項  

１目 ともに 予備費 といたしまして、前年同額の１０万円を計上しております。続きまし

て、歳入について説明いたしますので、１９２ページをお開きください。２ 歳入 １款  

サービス収入 １項 介護給付費収入 １目 施設介護サービス費収入 １節 施設介護サービ

ス費収入 １億７０５０万１０００円は、恵寿荘入所者７０名に係る法定費用の介護報酬９

割分の収入となっております。稼働率は前年度と同じく９５％を見込んでおります。２目  

居宅介護サービス費収入 １１２５万１０００円は、１節 短期入所生活介護費収入 で、シ

ョートステイ利用者のうち、要介護の利用者に係る法定費用の介護報酬９割分の収入とい

たしまして、７７９万４０００円、要支援の利用者が対象となる介護予防の収入として６

１万円、障害者短期入所利用者サービス費の収入として２８４万７０００円で、ショート

ステイの利用者数は前年度と同じく１日平均４．５人で見込んでおり、障害者短期入所利

用者につきましては、１日あたり１人の利用を見込んでおります。続きまして、２項 自己

負担金収入 １目 自己負担金収入 ４３０５万７０００円は、１節 自己負担金収入 で、特

養、ショートステイ及び障害者短期入所の入所者・利用者に係る介護報酬、予防給付の自

己負担１割分と食費、居住費の自己負担分となっております。１９３ページをお開きくだ

さい。３項 特定介護サービス費収入 １目 施設特定介護サービス費収入 ３３２９万２０

００円は、１節 施設特定入所者介護サービス費収入で、特養入所者の食費・居住費で、収

入階層ごとの個人負担限度額と国の基準費用額との差額が補足給付されるものでございま

す。２目 居宅特定介護サービス費収入 ９９万５０００円は、１節 短期特定入所者介護サ

ービス費収入で、ショートステイ利用者の食費・居住費に対し、特養同様差額が補足給付

されるものです。続きまして、２款 繰入金 １項 １目 ともに 一般会計繰入金 ６９７５

万円は、特養、ショートステイ、デイサービスセンターの３施設に係る一般会計からの繰

入金でございます。続きまして、３款 繰越金 １項 １目 ともに 繰越金 前年度繰越金と

いたしまして、１５０万円を計上しております。１９４ページに移ります。４款 諸収入   

１項 １目 ともに 雑入 で、４６６万４０００円は、主なものといたしまして、施設入所
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者日常生活費負担金１６９万５０００円、入所者貴重品管理費負担金８４万円、デイサー

ビスセンター光熱水費立替え分１９７万３０００円などの収入となっております。以上が、

議案第２０号の提案理由の説明でございます。ご審議を賜り、提案どおりご決定ください

ますよう、よろしくお願いいたします。 

○議長（芳住革二君） 提案理由の説明が終わりました。 
 

◎日程第９ 議案第２１号 平成３０年度新冠町立国民健康保険診療所事業特別会 
             計予算 

○議長（芳住革二君） 日程第９ 議案第２１号 平成３０年度新冠町立国民健康保険診

療所事業特別会計予算 を議題といたします。提案理由の説明を求めます。杉山診療所事

務長。 
○診療所事務長（杉山結城君） ２０８ページをお開きください。議案第２１号 平成３

０年度新冠町立国民健康保険診療所事業特別会計予算について、提案理由を申し上げます。

平成３０年度新冠町立国民健康保険診療所事業特別会計の予算を 次のように定めようと

するものです。第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２億８２２６万１００

０円に定めようとするものであります。第２項 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分

ごとの金額は、第１表 歳入歳出予算によるものとします。第２条 債務負担行為及び第

３条 地方債について、別表により説明がありますので、はじめに２１１ページをお開き

下さい。第２表 債務負担行為 多機能小型自動分析装置借上料でありますが、この機器

の使用の一例を挙げますと、外来患者さんに多くおります糖尿病を患っている患者さんの

診断前検査として血液検査がございます。その結果を迅速化することにより、患者さんの

待ち時間の短縮を図り、さらに医師の診察の効率化を上げる効果とともにそれらを行うこ

とにより診療報酬上の点数が加算請求できることから、増収対策の一環とも考えておりま

す。期間は、平成３０年度から平成３４年度までの５年間。限度額は、５５１万円であり

ます。次に、２１２ページ第３表 地方債の説明をいたします。第３表 地方債 起債の

目的 診療所設備整備事業でありますが、医療機器購入費として購入後１０年以上を経過

しております内視鏡システム一式を更新するものです。限度額１７８０万円、起債の方法、

利率、償還の方法、償還期間及びその他につきましては記述のとおりであります。２０８

ページへお戻り下さい。第４条 一時借入金 地方自治法第２３５条の３第２項の規定に

よる一時借入金の借入の最高額は、１０００万円と定めるものであります。次に、事項別

明細書の歳出から説明いたしますので、２１８ページをお開き下さい。はじめに、本予算

提案につきましては、病床再開に伴う関連予算は盛り込まれておりません。関連予算につ

きましては、６月予定の第２回定例会で提案させていただく予定になっておりますので、

あらかじめご報告させていただきます。説明は主なものについて説明させていただきます。

１款 総務費 １項 施設管理費 １目 一般管理費 ７８４７万１０００円、２節 給料 ８１

１万７０００円、３節 職員手当等 ５２３万９０００円、４節 共済費 ２７６万４０００
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円は、いずれも事務職員２名分の人件費です。８節 報償費 ５万円は、看護師等医療スタ

ッフの資質向上のために実施する外部講師を招いての研修会に係る講師謝礼若しくは、 

連携医療機関と協賛し、医療講演会を現在検討しておりますので、どちらかの支出を予定

しております。１１節 需用費 １４５７万１０００円は、診療所施設管理及び運営管理経

費であります。主なものといたしまして、印刷製本費１１４万３０００円は、カルテ用紙、

処方箋等の印刷代です。燃料費４１０万９０００円は、施設の給湯、暖房用Ａ重油の燃料

代などです。修繕料３１０万円は、診療所施設、医師住宅、医療機器、医療設備などにか

かる修繕料でございます。１２節 役務費 ２０３万１０００円。主なものといたしまして、

通信費９９万６０００円は電話料、各種郵送物の送料などです。２１９ページに入ります。

１３節 委託料 ７２６万円は、施設警備業務委託、施設清掃業務委託など施設維持管理の

ための業務委託全１４件であります。詳細につきましては、別冊の委託料一覧表をご参照

願います。１４節 使用料及び賃借料 ２００万１０００円。主なものといたしまして、土

地借上料１２６万８０００円は診療所及び医師住宅敷地の土地借上料であります。１５節 

工事請負費 １２６万４０００円。診療所正面駐車場の簡易舗装工事を実施いたします。 

グレーチングの破損や路面の凹凸が年々悪化し、患者移送バスに大きな揺れを発生させて

いることや、患者さんなどの車両において破損させる危険が高まったこと、また、院外調

剤薬局への徒歩において、大変不便さが感じられるとの苦情もあり、さらに路面の凹凸の

関係から冬季間に氷ができやすくなっていることもあり転倒される患者さんもおります。

よって、簡易的な補修工事を実施するものです。１８節 備品購入費 １００万円。診療所

内の備品や機械類が破損・故障し、修理不能な場合に対応するものであります。２２０ペ

ージに入ります。１９節 負担金補助及び交付金 ３３２４万４０００円。主なものといた

しまして、一番下段にあります医療連携負担金は前年度当初予算対比８８８万円増加の３

１２８万円となっております。新ひだか町との医療連携協定に基づく負担金で、町立静内

病院及び三石国保病院の入院病床を両町で共同運営する考え方のもと、両病院の入院に係

る赤字分を町民の利用比率に応じて負担するもので、平成２８年度の実績見込み    

を勘案しながら概算で予算計上しており、現時点で町立静内病院での新冠町民の利用率を

１６．６％、三石国保病院を６．９％と見込んで積算しております。２７節 公課費 ４６

万４０００円。主に消費税及び地方消費税の納付分です。２２１ページをお開き下さい。

２款 １項 １目 ともに 医業費 １億７８２２万３０００円。１節 報酬 ５６０万円。定期

診療応援医師報酬５１０万円は、整形外科医師による毎週１回金曜日午前中の定期診療に

対する医師の報酬であります。２節 給料 ４８７０万９０００円、３節 職員手当等 ４３

２１万６０００円については、医師、看護師、理学療法士、臨床検査技師等、正職員計９

名分の人件費であります。７節 賃金 １１７９万９０００円。放射線技師、外来看護師、

外来看護助手の臨時職員４名分であります。１１節 需用費 １２１６万４０００円。主な

ものといたしまして、注射器などの医薬材料費１１６６万４０００円は、前年度と同額の

予算計上としております。１３節 委託料 ２４４８万円。２２１ページから２２２ページ
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にかけて予算提案しておりますが、診療報酬請求及び窓口受付に係る医事業務委託料、臨

床検査業務委託料のほか、医療設備維持管理等のための委託全１９件であります。昨年度

より２件増加しており、２２２ページの委託料の一番上にあります総合健診システムカス

タマイズ委託料につきましては、法の改正に伴う特定健診システムの改修の業務委託料で

あります。２２２ページの委託料の上から２行目にございます電子式診断用スパイロメー

タ保守業務委託料については、肺機能検査をするための簡易測定機器であり、医療備品を

安定使用するために年１回の定期点検を実施するための業務委託です。その他の詳細につ

きましては、別冊の委託料一覧表をご参照願ください。２２２ページに入ります。１４節 使

用料及び賃借料 １１０万２０００円。多機能小型自動分析装置を借上料する予算提案であ

りますが、この借上については債務負担金行為の説明時においてご説明したとおりであり

ます。１９節 負担金補助及び交付金 １５１４万３０００円。一番下の欄の医師出向負担

金５５８万円は、月に半日診療を４日間お願いしております北海道循環器病院による循環

器診療及び毎週水曜日の終日診療をお願いしております苫小牧東病院からの出向医師に係

る診療負担金であります。２目 施設費 ２０２２万６０００円。１１節 需用費 １００万

円。医療機器等が突発的に故障し、修理不能なケースに対応するため修繕料の予算計上を

しているものです。１８節 備品購入費 １９２２万６０００円。内視鏡システム一式及び

関連する洗浄機を整備します。今後、力を入れる分野の一つとして内視鏡による検査と考

え、上部・下部の内視鏡電子スコープ等を全面更新するものであります。その他にレント

ゲン室にあります画像処理ユニット、これは一般撮影した画像を処理するシステムであり

ますが、故障の危険が非常に高くなったことや部品交換保証期間がすでに過ぎていること

もあり、診療に影響を与えないように計画更新をするものであります。２２３ページをお

開き下さい。３款 １項 ともに 公債費 １目 償還金元金 ４８６万１０００円。２目 償還

金利子 １８万円。過去において医療機器の整備をした際、借入した過疎債等合わせて６本

の町債元金及び利子償還金であります。４款 １項 １目 いずれも 予備費 ３０万円は、前

年度と同額を計上しております。次に、歳入の説明をいたしますので、２１５ページをお

開き下さい。１款 １項 ともに 診療収入 １目 診療等収入 ７７９３万円。平成３０年度

においては、一日平均外来患者数を６０名と見込み、診療日数２４３日、診療単価につき

ましては、平成２９年度決算見込みの１日平均診療単価５３４５円として積算しておりま

す。２目 健診等収入 １０４０万８０００円。平成２９年度の予防接種、健診等の決算見

込みを基に積算しております。２款 診療外収入 １項 使用料及び手数料 １目 手数料   

５０万１０００円。診断書や証明書発行収入及び介護保険等主治医意見書作成料の収入で

あります。２項 医師施設外管理収入 １目 委託料収入 ４４２万円。恵寿荘入所者の定期

健診等健康管理のための医師派遣収入であります。続きまして、２１６ページをお開き下

さい。３款 道支出金 １項 １目 ともに 道補助金 ２２２１万円。診療所医療技術職員の

人件費を対象とする電源立地地域対策交付金収入を診療所事業特別会計において予算計上

するものであります。４款 財産収入 １項 財産運用収入 １目 財産貸付収入 １７万７０
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００円。昨年度に引き続き、医師住宅１棟を貸し付けるものです。５款 繰入金 １項 他会

計繰入金 １目 一般会計繰入金 １億３３１５万８０００円。診療所事業にかかる収支不足

分を一般会計から繰入するものであります。２目 国保会計繰入金 １４６７万８０００円。

国民健康保険事業特別会計からの繰入金で、へき地診療所運営に対する特別調整交付金と

して交付されるものです。６款 １項 １目 いずれも 繰越金 １００万円。平成２９年度か

らの繰越金予定額であります。２１７ページに入ります。７款 諸収入 １項 １目ともに 雑

入 １９万９０００円。主なものといたしまして、臨時職員に係る雇用保険個人負担分及び 

診療所内に設置している清涼飲料水の自動販売機の設置料であります。８款 １項 ともに 

町債 １目 施設設備整備債 １７８０万円。過疎対策事業債の中の医療機器整備事業といた

しまして、内視鏡システム一式を整備するものであります。以上が、議案第２１号の提案

理由でございます。ご審議を賜り、提案どおりご決定下さいますよう、よろしくお願い申

し上げます。 

○議長（芳住革二君） 提案理由の説明が終わりました。 

 
   ◎日程第１０ 会議案第１号 特別委員会の設置について 
○議長（芳住革二君） 日程第１０ 会議案第１号 特別委員会の設置について を議題

といたします。ただ今、提案理由の説明がありました、議案第１５号から第２１号までの

７件については、新冠町議会委員会条例第５条第１項及び第２項の規定により、議会とし

てこれを慎重審議するため、議員全員で構成する平成３０年度新冠町一般会計等予算審査

特別委員会を設置し、議案第１５号から第２１号までを付託のうえ、審査することにいた

したいと思いますが、これにご異議ございませんか。（なしの声あり）異議なしと認めま

す。よって、議案第１５号から第２１号までの７件は、ただいま設置されました平成３０

年度新冠町一般会計等予算審査特別委員会に付託のうえ、審査することに決定いたしまし

た。なお、ただいま設置されました平成３０年度新冠町一般会計等予算審査特別委員会に

おいては、正・副委員長を互選し、後刻報告願います。 

 
   ◎閉議宣告 
○議長（芳住革二君） 以上をもって、本日の日程は全部終了いたしました。本日は、こ

れをもって散会いたします。どうもご苦労さまでございました。 
（散会 １６：３５） 
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以上、会議の顛末は書記が記録したものであるが、その内容に 

  相違ないことを証明するため、ここに署名する。 
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